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本町は、平成18年9月に「田原本町第3次

総合計画」を策定し、基本構想に定める将

来像「自然と歴史・文化が育む新しい生活

拠点　たわらもと」の実現に向けて、さま

ざまな施策に取り組んできました。

この間、日本の社会経済情勢は刻々と変

化しており、本町を取り巻く環境も長引く

経済不況、少子化・高齢化の進行、地方分

権の推進や地方交付税の見直しなど、さまざまな課題が山積して

います。また、平成23年3月の東日本大震災、平成23年9月の台風

12号による奈良県内の被害を受け、本町においてもこれまで以上

に住民の安心・安全の確保に向けて具体的な対策を講じていく必

要があります。

このような状況のもと、前期基本計画が終了することを受け、

社会状況の変化やこの5年間の成果と課題をふまえ、後期基本計画

を策定しました。

後期基本計画においては、前期基本計画で定めた取り組みを継

続するとともに、新たに取り組み指標を設けるなど、適切に進捗

管理を行いながら具体的に計画を進めていくものとなっています。

さらに、住民との協働によるまちづくりを一層推進し、みなさま

と一緒に将来像の実現をめざしてまいりたいと考えておりますの

で、今後も本町におけるまちづくりへのご理解とご協力のほど、

よろしくお願い申し上げます。

結びに、本計画の策定にご協力いただきましたみなさまに厚く

お礼を申し上げ挨拶とさせていただきます。

平成24年3月
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田原本町民憲章

わたくしたちは田原本町民の一人であることを自覚し、

平和でゆたかなまちをつくるためにこの憲章を定めます。

・力をあわせ、美しいまち

住みよいまちをつくりましょう

・郷土に誇りをもち

文化の向上をめざすまちをつくりましょう

・健全な心とからだをつくり

明るいまちをつくりましょう

・しごとによろこびをもち

活気あふれるまちをつくりましょう

・お互いに尊重しあい

あたたかいまちをつくりましょう

町章●
昭和33年7月1日制定

町の木「いちいがし」●
昭和61年9月25日制定

町の花「水仙（すいせん）」●
昭和61年9月25日制定
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後期基本計画の策定にあたって

第１節　後期基本計画策定の基本的な考え方

8 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

本町を取り巻く環境は少子化・高齢化、高度情報化、地方分権の推進など時代の転換期にあり、

今後もますますこれらが進行するものと考えられます。

本町は、平成18年に「第3次総合計画」を策定し、今後10年間におけるまちづくりの目標と方向

性を示し、次代への礎を築く計画として位置付けまちづくりを推進してきましたが、成長型社会

の終焉や先行きが不透明な社会経済状況のなかで、行財政環境は依然として厳しい状況にあり

ます。

今後、地方分権の推進に伴って地方自治体の役割はますます重要になってくると考えられます

が、行政が多様化・複雑化する住民ニーズの全てに対応することは難しく、限られた財源や資源

を有効に活用しながら、事業の優先度を決定していかなければなりません。また、事業の実施に

おいては、いままで以上に効果的かつ効率的な執行が必要とされます。

このため、後期基本計画の策定にあたっては、本町を取り巻く社会情勢や前期基本計画の実績

等をふまえ、本町の特性を活かした地域づくりの方向性や目標を明確にしながら「持続可能で自

立したまちづくり」をめざすこととします。

第１章

「基本構想」は、平成19年度（2007年度）から平成28年度（2016年度）を目標年度として、田

原本町の未来の展望に立った将来像を設定し、これを達成するための基本理念を定めたものです。

「基本計画」は基本構想に掲げた将来像及び施策の大綱を実現するために必要となる施策を分

野別に体系化、具体化し、施策の展開方針や目標等を示すものです。計画期間は、平成19年度

（2007年度）から平成23年度（2011年度）の5か年を前期計画とし、平成24年度（2012年度）から

平成28年度（2016年度）の後期計画において、社会経済環境の変化や施策の進捗状況をふまえ、

見直し・修正を行いました。

「実施計画」は、基本計画において定めた施

策を効果的に実施するために、必要な具体的事

業を明らかにする計画です。事業実施の指針と

なるもので、3か年ローリング方式により改定

しながら引き続き計画の推進を図ります。

第２節　総合計画の構成と計画の期間

基本構想  

前 期 基 本 計 画  

後 期 基 本 計 画  後 期 基 本 計 画  

実 施 計 画  

平成19年度～平成28年度 

平成19年度～平成23年度 

平成24年度～平成28年度 

ローリング方式による見直し 

■計画の体系

第１章



第３節　計画の特徴

序　　論

9

１．評価・改善の仕組みの導入
（１）目標数値の設定
本計画では、前期基本計画からさらなる計画の実効性を確保するため、施策の目標数値を可能

な限り設定し、施策の実行性を高め、まちづくりの効果的な推進を図るものとします。

（２）計画の評価に向けた進行管理
計画の評価・進行管理についても本計画においては、前期基本計画と同様に政策・施策の計画

（Plan：プラン）とその実践（Do：ドゥー）に加え、それらを評価（Check：チェック）し、改善

（Action：アクション）につなげ、そしてそれを次の政策・施策の計画に反映していくというＰＤ

ＣＡサイクルの進行管理により、的確に施策・事業の再構築を行いながらまちづくりの推進を図

ります。

■計画の期間

基本構想 

基本計画 

実施計画 

平成 年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

第4次計画 前期計画  前期計画  後期計画  後期計画  

毎年度見直し 

行政活動を 
計画する 

行政活動を 
実践する 

行政活動を 
評価する 

後期基本計画や新たな計画への反映 

行政活動を 
改善する 

基
本
目
標
１

基
本
目
標
２

基
本
目
標
３

基
本
目
標
４

基
本
目
標
５

基
本
目
標
６

資
料
編

第
２
章

第
１
章



10 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

第２章
後期基本計画策定の背景

後期基本計画の策定にあたっては、基本構想のもとに前期基本計画を見直すとともに、時代の

潮流、国・県の動き、町の現状、住民の意向などふまえながら、今後5年間を見据えた基本方向に

基づき、まちづくりを推進することとします。

・少子化・高齢化の進行 
・環境との共生 
・地域福祉の推進 
・地域産業の活性化 
・高度情報化 
　　　　　　　   など 

・地方分権の推進 
・社会保障の推進 

・県計画の見直し 

・人口減少 
・少子化・高齢化 

総合計画 

基本構想 

前期基本計画 

後期基本計画の策定 

前期基本計画の見直し 
今後5年間を見据えた基本方向 

町の現状 

施策 
方針 

・アンケート調査 

住民の意向 

県の動き 

時代の潮流 

国の動き 
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第１節　基本構想をふまえた計画
１．まちづくりの基本理念
これまでの施策を継承しながら第3次総合計画を策定し、前期基本計画に基づき、まちづくりを

進めてきました。後期基本計画においても、本町の豊かな自然環境、恵まれた歴史・文化のもと

で、今後のまちの発展に向けて、この自然環境や歴史・文化を今後も守り育てるとともに、少子

高齢社会に対応した諸施策をはじめ、本町のこれまでの都市整備をふまえ「田原本らしい」まち

づくりを行います。

また、住民の積極的なまちづくりへの参加・参画を促進します。さらに、田原本駅前周辺整備、

京奈和自動車道の開通による広域交通網の発展により、内外に本町の魅力を発信し、人・もの・

情報がまちのなかを行き交う活力あるまちづくりをめざします。

今後も、本町にいつまでも住み続けたい、住んでみたいと思えるよう、豊かな自然環境の恵み

と広域交通網の整備による充実した都市機能を活かしたまちづくりを進めます。

２．まちの将来像

本町には豊かな自然がつくり出すゆとりのある空間や古
いにしえ

から引き継がれる歴史があり、これら

の生活基盤のもとで、地域資源を活かした産業が展開されています。

第3次総合計画策定後、本町では行財政改革の推進をはじめ、近鉄田原本駅前及び（仮称）田原

本インターチェンジ周辺の整備、唐古・鍵遺跡史跡公園整備の着手など、まちの活力創出に向け

た課題への積極的な対応を図りながら、豊かな地域資源を活かして着実な発展を遂げてきました。

後期基本計画では、これまでの成果を活かし、財政状況に配慮しながらも、安心で住み良いま

ちづくりを進めます。

自然と歴史・文化が育む新しい生活拠点　たわらもと 

田原本町の将来像 
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３．基本施策

　住民の主体的な参加と連帯に支えられた心ふれあう地域社会の形成を基本に、子ど

もをはじめ高齢者や障害者が共に安心して暮らせる福祉のまちをめざします。 

　また、すべての住民が活きいきと幸せに満ちた生活を送ることができるよう、生涯

を通じた健康づくりを推進します。 

１．共に幸せを感じられるまちづくり 

２．人が活きいきと輝くまなびのまちづくり 

３．都市基盤が充実したまちづくり 

　住民一人ひとりが個性豊かで生きがいのある人生を送ることができるよう、学校教

育の充実を図るとともに、生涯学習による人づくり・まちづくりを推進します。 

　また、生涯にわたって日常生活のなかで楽しむ生活文化としてスポーツ活動を積極

的に実施し、地域社会におけるさまざまな活動を通じて、青少年の豊かな人間性を育

みます。さらに、住民の自主的な文化活動を積極的に支援し、多彩で個性的な住民文

化を創造します。 

　総合的な都市基盤整備を推進し、利便性と安全性に優れた、魅力のあるまちをめざ

します。 

　また、各拠点や近隣市町とのネットワーク化を進める道路や上下水道網の充実を図

ります。さらに、総合的・計画的な土地利用の推進に努め、田原本駅前周辺整備など

地域の個性を活かした市街地整備による多様な「拠点」の形成を図ります。 

第２章



序　　論

13

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

資
料
編

第
２
章

第
１
章

　すべての住民が安心して活きいきと暮らすことができるよう、人にやさしいまちづ

くりを進めるため、豊かな自然を活用した公園・緑地の整備と居住環境の向上に努め、

やすらぎのある空間を創出します。さらに、環境と共生するための仕組みづくりを展

開するなど、地球環境の時代にふさわしいまちをめざします。 

　また、住民・企業・行政が一体となって総合的な防災体制を構築するとともに、犯

罪や事故のない安全なまちづくりを推進します。 

　住民の主体的な活動がこれからのまちづくりの重要な役割を果たすことから、住民

による社会的活動やまちづくりへの意識が喚起され、まちへの愛着と自治意識の高揚

につながる施策の展開を図ります。 

　また、新たな転換期を迎えたこれからのまちづくりにとって、住民によるまちづく

り活動と行政の効率的で計画的な行財政運営の双方が協働し、まちの将来像が実現で

きる施策を実施します。 

４．快適に生活できるまちづくり 

５．活力湧き出る産業振興のまちづくり 

６．効率的な計画推進をめざしたまちづくり 

　地域特性を活かした農業の振興や高度技術の導入、高速交通網の整備による物流環

境の充実に対応した工業基盤の整備を図るなど、多様な面からの産業支援に努めます。 

　また、地域の自然資源や歴史・文化資源を活かした商業基盤の整備と観光資源の開

発を進め、活力とにぎわいのある豊かなまちをめざします。さらに、企業誘致に対す

る本町のＰＲ活動にも今後取り組みます。 
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第２章

４．後期基本計画の体系

第５章 活力湧き出る産業振興のまちづくり 

第６章 効率的な計画推進をめざしたまちづくり 

１．地域福祉　　　 ４．障害者福祉 

２．児童福祉　　　 ５．保健・医療 

３．高齢者福祉　　 ６．生活福祉 

１．学校教育　　　 ４．歴史的文化 

２．生涯学習　　　 ５．人権の尊重 

３．スポーツ・レクリエーション活動  

１．市街地整備　　 ３．上下水道 

２．道路交通　　　 ４．住環境 

１．環境負荷の低減 

２．快適な生活環境 

１．農業  　　　　３．企業活動の活性化 

２．商業  　　　　４．観光 

１．住民参加　　　 ３．高度情報化社会 

２．行財政運営 

第１章 共に幸せを感じられるまちづくり 

第２章 人が活きいきと輝くまなびのまちづくり 

第３章 都市基盤が充実したまちづくり 

第４章 快適に生活できるまちづくり 

自
然
と
歴
史
・
文
化
が
育
む
新
し
い
生
活
拠
点
　
た
わ
ら
も
と 
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第２節　現状及び指標をふまえた計画
１．位置・自然
本町は、奈良盆地の中央部に位置し、東西約5.8キロメートル、南北6.1キロメートル、総面積は

21.10平方キロメートル、北部は三宅町、北東部は天理市、南部は橿原市、東南部は桜井市、西部

は広陵町に隣接しています。

町の東部を大和川、中央部を寺川、西部を飛鳥川、曽我川がそれぞれ北流し、これらの河川に

はさまれた平坦地として形成され、豊かな自然環境が広がっています。また、周りを山に囲まれ、

夏は暑く、冬は寒い典型的な盆地型気候となっています。

２．人口・世帯数の状況
（１）総人口及び年齢３区分別人口の推移
本町の総人口の推移は、昭和60年の30,032人から上昇傾向にあり、平成17年には33,029人と20年

間で2,997人の増加となりますが、平成17年から平成22年の5年間で人口が減少しており、1,114人

の減少が見受けられます。

また、年齢3区分別人口の推移をみると、年少人口は年々減少傾向にあり、平成22年には4,331人

となり、5年前の平成17年と比較すると、416人減少しています。

一方、高齢者人口は年々増加傾向にあり、平成22年には7,754人となり、5年前の平成17年と比較

すると、1,148人増加しており、少子高齢社会が進行しています。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 

資料：各年国勢調査 ＊総人口及び年齢3区分別人口には年齢不詳分を含んでいません。 

■ 0～14歳 ■ 15～64歳  ■ 65歳以上 

（人） 

30,032 

3,208 

20,263 

6,561

31,515 

3,887 

21,905 

5,723

32,837

4,670

22,872 

5,295 

32,931 

5,614 

22,370 

4,947 

33,029

6,606

21,676

4,747 

31,915

7,754

19,830

4,331

■ 総人口と年齢3区分別人口の推移 
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（２）世帯数の推移
田原本町の世帯数は、昭和60年の7,857世帯から増加を続けており、平成22年では10,954世帯と

なっています。また、1世帯あたりの人員数は減少しており、昭和60年の3.82人から平成22年では

2.92人と、核家族化や単身世帯の増加がうかがえます。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 

資料：各年国勢調査 

■ 総世帯数 1世帯あたり人員 

（世帯） 
■ 総世帯数と1世帯あたり人員 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

3.82

7,857

3.67

8,595

3.48 

9,444

3.28 

10,052

3.11

10,622

2.92

10,954

■ 世帯の状況から見られる動向 

資料：平成22年国勢調査 

田原本町 奈良県 全国 

10,941世帯 522,600世帯 51,842,307世帯 

核家族世帯数（割合） 

65歳以上のいる世帯数（割合） 

65歳以上の単身者数（割合） 

7,084世帯（64.7%）

5,124世帯（46.8%） 

828人  （7.6%） 

334,574世帯（64.0%）

218,526世帯（41.8%）

46,901人  （9.0%） 

29,206,899世帯（56.3%） 

19,337,687世帯（37.3%） 

4,790,768人  （9.2%） 

一般世帯数 

核家族化の進行 

核家族の高齢化 

高齢者の単身化 

地縁組織（地域）の機能が 

弱体化している 

社会福祉・医療制度は、 

地域や在宅へと回帰している 

地域社会における生活課題が 
多様化・複雑化している 

第２章
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（３）産業の状況
産業別就業人口の推移では、昭和60年から平成7年にかけて増加傾向にありますが、平成7年以

降は減少傾向にあります。区分別では、昭和60年から平成22年の間に第1次産業が減少し、第3次

産業が増加しています。

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（人） 

■ 産業別就業人口 

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 

資料：各年国勢調査 

■ 第1次産業就業者数 ■ 第2次産業就業者数  ■ 第3次産業就業者数 

13,216

7,391

4,687

14,37714,377

8,355

5,138

15,640

9,384

5,392

14,951

9,401

4,814

14,886

9,834

4,332

13,338

9,145

3,695

884884 864864 736736 720720 4984981,1381,138

３．前期基本計画からの時代の潮流
少子高齢社会が急速に進んでいるなか、こうした人口構造の変化は、労働力の減少とそれに伴

う地域経済の低迷、国土保全機能の低下、福祉ニーズの増大、社会保障制度の再編成、地方の過

疎化など、社会経済全般に大きな影響を及ぼします。

少子高齢社会の到来は全国的な状況であることから、従来のように、高齢者を生産活動から引

退した人という経済財政的側面から捉えるのではなく、これまで社会に貢献し知識経験を蓄えて

いる人、また、現に地域では常態的に社会参加している人であるという側面からも地域の貴重な

資源として活躍の場を創出していく必要があります。

また、いつまでも住み慣れた地域で暮らし続けるためには、住民生活におけるさまざまな分野

において「安心・安全」に配慮した地域づくりが必要とされています。

今後も東南海・南海地震など自然災害の発生への不安や食に対する安全性、悪質商法対策等の

消費生活に関する安全性など、さまざまな分野において住民が安心・安全に暮らせる地域づくり

を推進していく必要があります。

環境面においては、地球温暖化防止対策の推進や資源循環型社会の形成による環境共生型社会

の実現は、持続可能な世界を形成するために課された命題といえます。

ごみの大量廃棄に伴う資源の有効利用及びエネルギー消費のあり方を基本とした環境問題が課

題となっています。今後、環境美化、自然保護、ごみの3R、省エネルギーに配慮した地域づくり

を推進していく必要があります。
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地域産業の活性化については、経済全体が高度成長期から低成長・安定期を経て変革期を迎え、

それぞれの産業も大きな変革のなかで活路を見出す努力が行われています。

第1次産業の就業者が減少し、第3次産業の就業者比率が増加しているなか、企業誘致を進める

一方で、地場産業の活性化を行うなど、まちの活力を総合的に高めていく必要があります。また、

全国的にも観光を総合産業と捉えて地域活性化を図る取り組みが盛んになっています。今後、豊

かな自然環境を活かしたグリーンツーリズムの促進や歴史・文化の魅力の発信、特産品を活用し

た地域振興などを推進していく必要があります。

生活様式の多様化及び高度情報化社会における対応としては、情報技術（ＩＴ）は、産業、教

育、医療、福祉、地域安全、そして人間同士のつきあい方に至るまで、あらゆる分野に必要な社

会基盤となっています。

情報通信社会資本の整備を働きかけ、社会基盤の格差を解消していくと同時に、情報の収集、

管理、活用についての仕組みづくりが必要となっています。

行政の分野では、情報通信基盤の活用による防災システムの構築や情報提供の充実を図るとと

もに、情報の共有による効果的な施策の推進、情報の先取による先端的な取り組みや活性化策な

ど、広く早く収集し地域で活用する取り組みが求められています。また、振り込め詐欺やネット

犯罪などに対処し得る、生活安全上の啓発や支え合いの仕組みづくりを進めていく必要があり

ます。

第２章
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４．住民意向の把握
後期基本計画策定の基礎資料として、行政施策の各分野における住民の意識の現状把握をす

るとともに、今後の行政運営に活用するため、町民2,500人の方をアンケート対象者として無作

為抽出させていただき、住民意識調査を実施しました。回収数は991部、回収率は39.6％となっ

ています。

（１）まちの住みごこちについて
まちの住みごこちについてたずねたところ、「まあ住みよい」が最も高くなっていますが、前回

調査からは3.6ポイント減少しています。一方、「住みよい」が前回調査から2.7ポイント、「非常に

住みよい」が0.3ポイント上昇しています。

「非常に住みよい」「住みよい」「まあ住みよい」をあわせた『住みよい』は今回の調査では

70.5％となっており、前回調査（71.1％）とは大きくは変化していません。「やや住みにくい」「住

みにくい」「非常に住みにくい」をあわせた『住みにくい』は今回調査では12.8％となり、前回調

査（13.6％）と比べ、若干減少しています。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

24.6

3.8

3.5

1.3

1.3

3.6

3.4

1.6

1.2

 27.3

43.0

39.4

15.0

14.0

8.9

7.9

非常に住みよい 

住みよい 

住みにくい 

非常に住みにくい 

不明・無回答 

やや住みにくい 

どちらともいえない 

まあ住みよい 

平成17年（N=976） 

平成23年（N=991） 

（%） 
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（２）いま一番大切に思うことについて
いま一番大切に思うことについてたずねたところ、「健康」が最も高く55.2％と前回調査

（55.9％）とほぼ同じ割合となっています。「安定した生活」は前回調査から減少していますが、

「子どもの成長」は前回調査から2.7ポイント上昇しています。

第２章

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

平成17年（N=976） 

平成23年（N=991） 

9.6

55.2

55.9

3.6

3.7

2.2

1.1

1.4

1.2

1.9

1.3

8.9

1.6

1.2

9.5

6.8

18.6

16.0

健康 

趣味・余暇活動 

その他 

不明・無回答 

子どもの成長 

地域の人とのふれあい 

仕事 

安定した生活 

明るい家庭 

（%） 
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（３）田原本町の将来像について
田原本町が将来どのようなまちになることを期待するかたずねたところ、「買い物などがしやす

い、便利な生活空間があるまち」が40.2％で前回調査（38.1％）から2.1ポイント上昇しています。

一方、前回調査で最も回答が多かった「自然環境を保護し、緑地や田園風景を大切にした豊かな

自然のまち」については、高い水準にあるものの4.1ポイント減少しています。その他、「子ども

からお年寄り、障害者も生活しやすい福祉のまち」「仕事（就労の場）と生活（憩いの場）のバラ

ンスがとれたまち」「都市施設が整い、暮らしの上で機能的なまち」「住民の健康を守り、その増

進を図る健康のまち」「地場産業や農業の振興を図るまち」「観光客などが訪れる魅力ある観光の

まち」などが前回調査よりも住民意識が高くなっています。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

平成17年（N=976） 

平成23年（N=991） 

文化財を保護し、歴史の風格を保有する歴史のまち 

伝統文化を継承するなど、芸術文化活動が盛んなまち 

自然環境を保護し、緑地や田園風景を大切にした豊かな自然のまち 

都市施設が整い、暮らしの上で機能的なまち 

買い物などがしやすい、便利な生活空間があるまち 

交通事故や公害、災害のない安全なまち 

優しさあふれる心あたたかな福祉のまち 

住民の健康を守り、その増進を図る健康のまち 

子どもからお年寄り、障害者も生活しやすい福祉のまち 

仕事（就労の場）と生活（憩いの場）のバランスがとれたまち 

子どもたちの個性や創造性を育む教育が充実したまち 

年齢を問わず学習できる生涯学習が充実したまち 

海外との交流を盛んに行う国際的なまち 

観光客などが訪れる魅力ある観光のまち 

地場産業や農業の振興を図るまち 

 

その他 

特に期待しない 

不明・無回答 

15.6
19.8

2.7
3.3

37.0
41.1

20.1
18.0

40.2 
38.1

26.0
28.6

13.4
15.3

18.4
16.7

26.8
25.7

20.6
7.2

12.9
14.3

9.7
11.3

6.7
5.4

2.2
2.5

10.9
8.8

10.0
13.2

1.1
0.9

0.6
0.9

3.5
6.6

他市町との連携により、地方分権に対応した幅広い 
住民サービスが提供できるまち 

（%） 
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５．将来人口推計
住民基本台帳からセンサス変化率法により推計を行うと、本町の総人口は、平成22年からゆる

やかに下降し、平成26年まで32,000人規模で推移します。計画の目標年次である平成28年には、

31,721人になると予測されます。

また、年齢3区分別人口の割合を平成22年と平成28年で比較すると、年少人口、生産年齢人口の

割合が減少しているのに対し、高齢者人口の割合は増加していることが顕著にみられます。

こうした状況のなかで、田原本町の平成28年度における将来人口については、基本構想で掲げ

た各種取り組みを引き続き推進することを念頭に置き、後期基本計画においても、豊かな自然と

都市機能が共生することで、あらゆる人がいつまでも住み続けたい、住んでみたいと思えるよう

なまちをめざします。

第２章

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 

＊平成17年、平成22年住民基本台帳（10月1日現在）をもとに、センサス変化率法によって算出。 

■ 年少人口（0～14歳） ■ 生産年齢人口（15～64歳）  ■ 高齢者人口（65歳以上） 

（人） 

32,841

7,882

20,544

4,415

32,644

 8,058

20,218

4,368

32,476

8,286

19,878

4,312

32,303

 8,505

19,541

4,257

32,135

 8,733

19,201

4,201

31,956

8,954

18,857

4,145

31,721

9,079

18,578

4,064

31,479

9,204

18,295

3,980

31,249

9,331

18,016 

3,902

31,007

9,456

17,733 

3,818

30,772

9,581

17,454

3,737

実績 推計 
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第１章

　1.地域福祉活動の推進 

　2.地域福祉のネットワークづくり 

地域福祉 

 

住民の主体的な参加と連帯に支えられた心ふれあう地域社会の形成を基本に、子どもをはじめ、

高齢者や障害のある人が共に安心して暮らせる福祉のまちをめざします。また、すべての住民が

活きいきと幸せに満ちた生活を送ることができるよう、生涯を通じた健康づくりを推進します。

政策１　地域福祉

すべての住民が住み慣れた地域で安心して自立した生活を送ることができ、地域社会の一員と

して共に支え合うまちづくりを進めるため、地域福祉の推進を図ります。

高齢化が進むなか、さまざまな高齢者問題に対

応していくため、地域の仕組みづくりを推進して

います。これからの高齢社会に向けて、生活の身

近な地域で「互助」の関係づくりを進め、地域の

支援力を高めていくことが必要です。

地域の仕組みづくりに向けて、自治会単位で取

り組む地域を支援するため、地域コーディネー

ターの役割を持った地域支援員の人材育成や専門

家による地域づくりに向けた支援を行っています。

地域づくりに向けた支援

共に幸せを感じられるまちづくり

＜自治会で取り組む地域を支援＞

トピックス
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■主要所管課　健康福祉課／長寿介護課

後期基本計画

「自助・共助・公助」の補完性の原理に基づく地域福祉社会を形成し、地域住民と連携を図る

など、要援護者の支援の充実や普段からの見守り、連携体制の構築を図ります。

●地域社会の人と人のつながりが希薄化するなか、助けられたり、助けたりのお互いさまの意

識を高める必要があります。

●災害時の要援護者の把握や生活の課題・問題の共有などにより、地域のなかで助け合える体

制が必要となっています。

●社会福祉協議会の体制の充実、地域福祉計画の策定の検討など、地域福祉活動を促進するた

めの体制整備を図る必要があります。

施策の方針 

施策１．地域福祉活動の推進

現状・課題 

取り組み 

1－「1」－（1）－① 

福祉意識の高揚 

内　容 

地域福祉についての住民意識を高めるため、広報やイベント、街頭活動などを通じた啓発活
動を推進し、住民一人ひとりや家族が自ら取り組むこと（自助）、地域やボランティア等による
支え合い活動（共助）、行政等による支援（公助）の視点に基づく協働の意識を周知徹底し
ます。 

各種団体やボランティア・ＮＰＯ・民生児童委員や各種相談員などによる主体的な活動を支援
し、活動の活性化を図ります。 

地域福祉の推進については、全庁のつながりを構築するとともに、社会福祉協議会や各種関
係機関等との連携により、地域に定着した事業を推進できるよう必要な体制づくりに努めます。 

1－「1」－（1）－② 

人材・組織の育成支援 

1－「1」－（1）－③ 

事業推進体制の整備 

指　標 

災害時要援護者名簿の作成 

ふれあいセンター年間利用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

60,178人 61,000人 

作成済み 

56,317人 65,075人 

－ － － 

※【主要な取り組み】番号については下記の内容を表しています。

例：1－「1」－（1）－①

・1    ⇒「章番号」

・「1」 ⇒「政策番号」

・（1） ⇒「施策番号」

・① ⇒「取り組み番号」
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■主要所管課　健康福祉課

誰もがいつまでも住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、住民の福祉に対する理解と参加を

促すとともに、共に支え合い、助け合う地域の福祉ネットワークの形成を図ります。

●家庭、地域、ボランティア、事業者、行政等それぞれの立場で役割を分担し、さらに情報を

共有していくなかで、住民一人ひとりが福祉に積極的に関わり、相互に助け合う地域福祉活

動を推進しています。

●保健、医療、福祉などの関係機関が協議の場を持ち、地域の福祉課題や解決の方向性に対す

る共通理解を深めています。

●自立に向けて援助を必要とする人々の生活を地域社会全体で支えていくことが求められてい

ます。

施策の方針 

施策２．地域福祉のネットワークづくり

現状・課題 

取り組み 

1－「1」－（2）－① 

保健、医療、福祉との連携 

内　容 

保健、医療、福祉などの関係機関が協議の場を持ち、地域の福祉課題や解決方法の方向性
に対する共通理解をさらに深めていきます。 

関係機関の協議の場を積極的に設け、ネットワークを強化していくなかで、ボランティアも含め
て幅広く必要な情報を共有し、問題解決に向けてよりよい方向性を導き出す体制づくりを行
います。 

1－「1」－（2）－② 

情報の共有化 

指　標 

ボランティアの登録者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

600人 550人 494人 578人 
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後期基本計画

　１．地域における子育て支援の充実 

　２．保育サービスの充実 

児童福祉 

 

政策２　児童福祉

次代を担う子どもたちが心身ともに健やかにたくましく育つために、地域社会全体で子どもを

育てる環境づくりを進め、子育て支援、保育サービスの充実に努めます。

町では、次世代育成支援後期行動計画に基づ

き、さまざまな子育て支援に取り組んでいます。

住民の保育ニーズに柔軟に対応できるよう、

保育所での保育やショートステイ事業や地域子

育て支援拠点事業等を実施しています。

子育て支援の充実

＜すこやか広場＞

トピックス

資料：健康福祉課（各年度末） 
※入所児童数には町外保育園利用者を含む 

■ 保育園、入所児童の状況 

平成19年度 平成18年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

3箇所 

529人 

3箇所 

497人 

保育園（所）数 

入所児童数 

 

3箇所 

514人 

 3箇所 

526人 

 3箇所 

578人 



■主要所管課　健康福祉課／生涯教育課

28 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

子育て支援環境の充実を図るため、相談や交流の機会の充実を図ります。また豊かな心・生き

る力を育成するため、学校・家庭・地域とともに青少年の健全育成に取り組み、自ら考え行動で

きる豊かな人間性を持った人材を育成していきます。

●「田原本町次世代育成支援後期行動計画」に基づき、平成22年度から平成26年度の５年間に

かけて各種事業に取り組んでいます。また、平成19年度から10か年で「第Ⅲ期母子保健計画」

を実施しており、子育て支援の取り組みについて整合性を図っています。

●講演会・青少年健全育成懇談会などを通して、保護者、地域住民の協力のもと、町・地域ぐ

るみで青少年の健全育成を展開するとともに、青少年対象の各教室を開催しています。

●青少年団体に対して、補助金の交付、助言等の支援を行い、団体活動の活性化を図ってい

ます。

●自然体験・生活体験・教室などの活動を通して、自ら考え行動できる人間性豊かな青少年を

育成しています。

施策の方針 

施策１．地域における子育て支援の充実

現状・課題 

取り組み 

1－「2」－（1）－① 

相談・情報提供体制の充実 

内　容 

妊娠期に関わりの深い保健センターで、子育て情報の提供を充実させるとともに、住民が気
軽に相談できるよう、相談内容に応じて専門職及びボランティア等による相談できる体制づく
りをめざします。 

保健センターや、地域子育て支援センター（宮古保育園）において、乳幼児の子育て相談な
どの充実を図るとともに、地域子育ての拠点である「すこやか広場」で、多様な子育て支援や、
きめ細やかな支援を実施するため、関係機関と連携し機能の拡充を図ります。 

青少年の健全育成を推進するため、講演会や育成懇談会の実施、親子で星を見る会、体験
学習などを実施し、学習機会の拡充を図ります。 

1－「2」－（1）－② 

子育て支援の充実 

1－「2」－（1）－③ 

学習環境の整備 

学校・家庭・地域が連携する行事を組織することにより地域の教育力の向上を図ります。 
1－「2」－（1）－④ 

子育ての社会化の促進 

子ども会など、社会教育の活動と連携し、次世代のリーダーを育成する事業に取り組みます。 
1－「2」－（1）－⑤ 

次代の親の育成 

指　標 

青少年健全育成講演会等参加者数 

すこやか広場利用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

2,970人 
※9月開設 7,200人 

450人 

－ － 

地域子育て支援センター利用者数 694人 750人 531人 － 

414人 415人 344人 
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■主要所管課　健康福祉課

後期基本計画

地域におけるさまざまな子育て支援サービスを充実させ、社会全体で、子どもを育てる仕組み

をつくります。

●女性の社会参加とともに、社会経済状況の影響により共働き世帯が増えるなど、保育所利用

の希望者が年々増加傾向にあります。

●待機児童については、保育所の入所定員の緩和等により、入所人数を増やすなど、解消に向

けて取り組みを進めていますが、待機児童の解消には至っていません。今後、定員の増加で

受け入れ体制の整備が必要です。

施策の方針 

施策２．保育サービスの充実

現状・課題 

取り組み 

1－「2」－（2）－① 

通常保育・延長保育の推進 

内　容 

研修等を行い、保育士における保育の質の向上をめざします。また、通常保育・延長保育の
充実を図るとともに、待機児童の解消に努めます。 

保護者が仕事等により、昼間家庭にいない児童の放課後の居場所を確保し、健全で安全な
時間が過ごせるようにします。 

1－「2」－（2）－② 

放課後児童保育サービスの 
充実 

保育環境の整備を進めるとともに、「田原本町次世代育成支援後期行動計画」に基づき、
各種保育サービスの充実に努めます。 

1－「2」－（2）－③ 

各種保育サービスの充実 

指　標 

通常保育利用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

630人 

0人 

235人 

578人 514人 497人 

保育所待機児童数 6人 9人 0人 

学童保育利用者数 175人 196人 169人 

※通常保育については、町外保育園利用者を含む 
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　1.健康寿命の延伸 

　2.介護予防の推進 

高齢者福祉 

　3.生活環境の充実 

　4.介護保険事業の適切な運営 

政策３　高齢者福祉

健康の保持・増進、介護保険サービスの充実、住環境の整備など、高齢者が住み慣れた地域で

安心して生活できるような社会づくりを進め、また、高齢者がその活力を十分に発揮できる環境

の整備に努めます。

町の地域包括支援センターでは、平成19年度

より、地域に理学療法士等が出向き、介護予防

の普及啓発講座、相談等を行っています。

地域住民への介護予防の理解を進め、地域ぐる

みで要介護・要支援への移行を遅らせ、地域で

高齢者を支えていくネットワークづくりと高齢

者の自立支援・介護予防の啓発を行っています。

介護予防出前講座

＜介護予防出前講座＞

トピックス

資料：長寿介護課（各年10月１日） 

■ 高齢者の状況  

平成19年 平成18年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 

7,298人 

22.0% 

21.3% 

21.5%

6,988人 

20.9% 

20.4% 

20.8%

高齢者数 

 

高齢化率 

田原本町 

奈良県 

国 

 

7,533人 

22.7% 

22.1% 

22.1%

 7,774人 

23.6% 

23.0% 

22.7%

 7,891人 

23.9% 

23.4% 

23.1%

7,966人 

24.2% 

23.8% 

23.3%
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■主要所管課　長寿介護課

後期基本計画

医療機関や関係機関と連携を図るとともに、住民一人ひとりが「かかりつけ医」を持つなど、

身近な医療機関の活用を進めます。また、地域活動やスポーツ・レクリエーション活動の機会の

充実を図ることにより、健康で、生きがいを持って暮らせるよう地域での取り組みを進めます。

●平均寿命が延びるなか、高齢者ができる限り元気で自立した生活を継続し、要介護状態にな

ることを防ぐため、生きがいを感じる機会の確保が望まれています。

●高齢者の社会参加を促し、高齢者が地域において生きがいを持って暮らせるような環境づく

りを図るため、老人クラブ活動やシルバー人材センターの運営支援、敬老事業を実施すると

ともに就労対策の推進を図っています。

●高齢者が目標や生きがいを持ち、積極的に社会参加することは自らの介護予防につながると

ともに、高齢者のマンパワーを活用できる機会をつくることにつながるため、今後も高齢者

の意欲や能力を活用する機会を確保していくことが必要となっています。

施策の方針 

施策１．健康寿命の延伸

現状・課題 

取り組み 

1－「3」－（1）－① 

健康づくりの推進 

内　容 

健康寿命をできる限り延ばし、生涯を通じた健康づくりができるよう支援します。また、高齢者
が健やかに生きがいを持って、健康の保持・増進が図れるよう、健康づくりに関する活動の機
会を増やします。 

社会参加活動を通じて、高齢者の生きがいづくりや、健康づくりを推進するとともに、経験・知
識・技能を活用できる機会を増やします。また、シルバー人材センターの雇用確保を支援します。 

1－「3」－（1）－② 

就労支援・社会活動への促進 

高齢者が目標や生きがいを持ち、積極的に社会参加することは、自らの介護予防につながる
と同時に社会全体の活性化につながるため、高齢者の経験・知識・技能を活かし、充実した
生きがいづくりができるよう、同年代層の交流機会の促進に努めます。 

1－「3」－（1）－③ 

交流の促進 

高齢社会を支えることができる貴重なマンパワーであり、高齢者の意欲や能力を十分発揮し
実践できるよう、社会福祉協議会と連携しボランティア学習の機会を通じて人材育成を推進
します。 

1－「3」－（1）－④ 

ボランティア活動の促進 

指　標 

老人クラブ加入者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

4,253人 

353人 

33団体 

4,198人 

355人 

36団体 

4,291人 

338人 

31団体 

4,350人 

370人 

35団体 

シルバー人材センター会員数 

ボランティア団体登録数 
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高齢者が住み慣れた地域で安心して、健康で活きいきと暮らすことができるよう、介護予防や

介護サービスを充実するとともに、利用促進を図るため、情報の周知徹底を図ります。

●現在の介護保険制度は自立支援を目的とした予防重視型に移行されています。今後も広報紙

などを活用し、介護予防に関する知識の普及に努める必要があります。

●要支援・要介護状態の予防と重度化の抑制を図るため、運動器の機能向上、栄養改善、口腔

機能向上、閉じこもり予防等を、一次予防事業・二次予防事業・任意事業として数々の介護

予防事業を展開しています。

●介護予防事業の認知の低さ及び必要性の理解が得られないことからの参加者数の低迷を打開

する必要があります。

●これまでの介護予防事業を個人あるいは生活基盤である地域で広めていくために、効果的な

介護予防プログラムについて、周知していくとともに、地域において継続した介護予防の取

り組みができるよう支援していく必要があります。

●介護予防への取り組みを進めていくとともに、要介護状態になっても医療・介護・福祉・生

活支援などが切れ目なく、一体的に提供される地域包括ケアの構築のためのネットワークづ

くりが必要となっています。

施策の方針 

施策２．介護予防の推進

現状・課題 

取り組み 

1－「3」－（2）－① 

地域包括支援センターの強
化・充実 

内　容 

自立支援の理念に基づき、要介護状態にならないための取り組みや要介護状態になっても、
住み慣れた生活圏域を中心として包括的・継続的な支援ができるよう、ケアマネジメント体制
や地域の相談・調整の支援、地域包括支援センターの強化・充実を図ります。 

要支援や要介護状態に陥らないよう、介護予防事業を効果的に進めるために、二次予防対
象者に対して実施している運動器機能・口腔機能向上、栄養改善、閉じこもり等の予防に対
して、地域での継続した介護予防の取り組みを推進します。 

要支援状態にある高齢者の状態の改善や重度化予防を目的とした生活環境の改善に努め
るとともに、要介護状態に陥らないよう介護保険サービスだけでなく、自立支援に向けたケアプ
ランの作成を推進します。 

1－「3」－（2）－② 

地域支援事業の推進 

1－「3」－（2）－③ 

予防給付の推進 

指　標 

介護予防教室参加者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

677人 

173人 

303人 

16.2%

465人 

169人 

302人 

15.2%

685人 

198人 

288人 

15.1%

720人 

220人 

320人 

14.3%

介護予防講演会参加者数 

高齢者スポーツ大会参加者数 

要介護認定者率（高齢者人口比） 
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■主要所管課　長寿介護課

後期基本計画

誰もがいつまでも住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、住民の福祉に対する理解と参加を

促すとともに、共に支え合い、助け合う地域の福祉ネットワークの形成を図ります。

●ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者、家族と同居しているが昼間は一人

という高齢者が増加しており、高齢者問題も多様化しています。

●認知症高齢者が増えるなかで、高齢者の権利擁護や成年後見制度の活用に向けた取り組みを

進めていく必要があります。

●要支援・要介護状態にある高齢者が在宅で生活をすることができるよう、各種の居宅介護

サービスの充実を図っています。また、在宅生活を可能にするため、地域密着型サービス

事業としてグループホームや小規模多機能型居宅介護を整備しています。

●地域で自立して生活するため、多様な福祉サービスの充実や人材育成が必要となっています。

施策の方針 

施策３．生活環境の充実

現状・課題 

取り組み 

1－「3」－（3）－① 

総合相談・権利擁護体制の 
充実 

内　容 

高齢者が相談を容易にでき、適切なサービスにつなげられるよう、相談窓口の周知を行い、社
会福祉協議会や在宅介護支援センターなど関係機関との連携に努め、相談からサービス提
供までを円滑に進めます。 

地域包括支援センターを核として、地域の医療・福祉・介護など関係機関との連携を図りつつ、
地域の高齢者を支援します。また、地域で高齢者を見守り、共に支え合う地域ケア体制の仕
組みづくりを支援します。 

支援や介護を必要とする高齢者を地域で支援していくため、公的サービスだけでなく、生活支
援サービスについても充実が必要であり、人材育成についても社会福祉協議会との連携に
より地域活動の推進に努めます。 

1－「3」－（3）－② 

地域ケア体制の充実 

1－「3」－（3）－③ 

福祉サービスの充実 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加しているなかで、地域での支援体制の充実
が必要となっています。地域で安心して自立した生活が継続できるよう、地域の見守り支援
ネットワークづくりを支援します。 

1－「3」－（3）－④ 

ひとり暮らし高齢者や高齢者
のみの世帯への支援 

早い段階で認知症に気付き、治療やサービス利用を勧めるために、認知症疾患センターなど
専門医療機関の情報提供を行い、認知症の早期発見に努めるとともに、適切なサービス利
用につなげるよう支援します。 

1－「3」－（3）－⑤ 

認知症高齢者への支援 

住み慣れた在宅での生活を継続するため、介護保険サービスを利用した住宅環境の整備に
努めます。 

1－「3」－（3）－⑥ 

自立生活が可能な生活環境
の整備 

指　標 

ひとり暮らし老人等配食サービス利用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

51人 

64人 

248件 

46人 

58人 

407件 

46人 

58人 

422件 

55人 

65人 

460件 

ひとり暮らし老人等緊急通報装置利用者数 

包括支援センター相談件数 

 



■主要所管課　長寿介護課
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高齢者がいつまでも住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、「介護」「予防」「医療」

「生活支援」「住まい」が一体的に提供される地域包括ケア体制の構築に努めます。

●高齢化が進むなかで、介護保険制度が定着し、介護サービスを受ける高齢者の数も着実に増

加しています。今後は、サービスの質の確保・向上を図りながら、給付と負担のバランスを

確保していくことが求められています。

●介護保険事業計画に定めた各サービスの種類ごとの必要量と供給量の把握を行いながら、サー

ビスの必要な高齢者が安心してサービスを受けられるよう、相談窓口の充実を図っています。

●介護サービスの必要な高齢者に適正な介護保険サービスを提供していくため、介護保険制度

に係る認定の適正化やケアプランの適正化に向けた取り組みを進めています。

●低所得の要介護者が、社会福祉法人などが提供する介護保険サービスを利用し、法人が対象

者の利用者負担額を軽減した場合、軽減に要した費用の一部を助成し、負担軽減に努めてい

ます。

●介護保険財政の安定的運営のため適正な保険料の収納に努める必要があります。そのために

も、介護保険給付の適正化に向け、被保険者にも給付通知などにより周知していくとともに、

事業者へはケアプランの適正化を進めていきます。

施策の方針 

施策４．介護保険事業の適切な運営

現状・課題 

取り組み 

1－「3」－（4）－① 

計画の着実な推進 

内　容 

介護保険制度を円滑に進めるため、被保険者やサービスの提供者側にも制度の理解を周知
するとともに、適正かつ効果的な介護保険サービスの利用を図ります。 

介護保険の申請をされた利用者が、認定調査と認定審査に基づき、適正な要介護認定につ
ながるよう、認定に関わるものに対し、研修の機会を確保し、質の向上に努めます。 

1－「3」－（4）－② 

適正な要介護等認定の実施 

要介護状態への悪化防止と生活の質の向上を図るため、医療・介護・福祉関係者との連携
を図りながら、高齢者の自立支援に向けた適切なマネジメントのもと、総合的なサービスの提
供を行います。 

1－「3」－（4）－③ 

適切なケアマネジメントの実施 

介護保険制度が定着して、サービスの提供が円滑に行われているなかで、必要時に利用者が
安心してサービスを利用できるよう、介護保険制度の情報提供に努めます。 

1－「3」－（4）－④ 

利用者等の支援 

指　標 

ケアマネジャー研修会実施回数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

10回 

4回 

6回 

6回 

3回 

7回 

6回 

10回 地域ケア会議実施回数 
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後期基本計画

　１．障害者福祉の推進体制の充実 

　２．地域社会への参加・雇用の促進 

障害者福祉 

 

政策４　障害者福祉

障害のある人が住み慣れた地域において生活することができる環境を整備するため、保健・福

祉サービス施策の充実を図るとともに、自立と社会参加の促進に努めるなど、総合的かつ体系的

な障害者福祉施策の展開を図ります。

町では、地域で暮らす障害のある人や家族などからの相談を受ける障害者相談支援

事業を行っています。

地域で安心した日常生活、社会生活が送れるよう、障害のある人や家族からのさま

ざまな相談に応じ、必要な情報提供や助言、障害福祉サービスの利用支援、関係機関

等との連絡調整、権利擁護のために必要な支援等を行っています。

障害者相談支援事業トピックス

資料：健康福祉課（各年4月1日現在） 

■ 各障害者手帳所持者数の推移  

平成19年 平成18年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 

1,098人 

156人 

46人 

1,096人 

160人 

49人 

身体障害者手帳所持者数 

療育手帳所持者数 

精神障害者保健福祉手帳所持者数 

 

1,151人 

169人 

55人 

 1,196人 

179人 

57人 

1,215人 

186人 

68人 

1,244人 

197人 

73人 



■主要所管課　健康福祉課

36 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

障害に関する知識や諸問題について啓発を行い、障害や障害のある人に対する住民の理解や各

種相談支援の充実・促進を図ります。

●福祉・保健・医療・教育・雇用などの各関係機関で障害に関するさまざまな相談に応じ、必

要な情報の提供を行い、関係機関と連携し必要な支援の提供に努めています。

●障害のある人一人ひとりが、地域で自立した生活を送ることができるために必要な支援体制

やサービスを提供するには、相談支援事業の充実や自立支援協議会の活発な運営などが求め

られています。

●障害のある人の地域生活を支えるため、「障害者自立支援法」に基づき、介護給付や訓練等給

付、地域生活支援事業などの障害福祉サービスを提供しています。今後もニーズに応じた障

害福祉サービスを提供できるよう、基盤整備を進めるとともに、今後、見込まれる法改正に

伴う新たな障害福祉サービスの提供体制を構築することが課題となります。

●身体障害、知的障害、精神障害、発達障害のそれぞれの障害の特性や対応の仕方について、

住民の理解を図るとともに、就労や社会参加が可能な環境づくりを進める必要があります。

施策の方針 

施策１．障害者福祉の推進体制の充実

現状・課題 

取り組み 

1－「4」－（1）－① 

相談支援体制の充実 

内　容 

相談支援事業の充実や地域の身近な協議の場である磯城郡地域自立支援協議会の運営
の活性化を図ることで、身体・知的・精神障害における地域の相談・支援体制づくりの充実を
めざします。 

広報紙、講座等により、ノーマライゼーションの意識を啓発し、障害のある人（児）に対する正
しい理解と認識を深めます。 

1－「4」－（1）－② 

啓発・広報の充実 

障害のある人の自立を支援するため、施設入所や入院から地域生活に移行していけるように、
医療機関及び各種関係機関等との連携により、地域移行を支援します。また、障害のある子
どもに対しては、在宅療育や保育に関する相談・助言を行うとともに、保育・教育の関係機関
との連携を強化するなど、関係機関との連携体制の確立をめざします。 

1－「4」－（1）－③ 

医療・保育・教育等関係機関
との連携体制の確立 

障害者の在宅生活を支援するため、利用者の状況やニーズに対応した自立支援給付や地
域生活支援事業等によるサービスの確保及びサービスの提供体制の充実を図ります。 

1－「4」－（1）－④ 

障害福祉サービスの適切な 
実施 

障害者がひとりの人間として誇りと尊厳を持って生活できるよう、障害者の虐待を防止するた
め、障害者虐待防止法の趣旨などに関する理解などを深めるための啓発を進めます。また、身
の回りのことや金銭管理ができないなど、判断能力が十分でない人に対して、日常生活の自
立を支援する地域福祉権利擁護事業や成年後見制度の普及と利用支援に取り組みます。 

1－「4」－（1）－⑤ 

権利擁護・成年後見制度の 
推進 

指　標 

自立支援協議会開催数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ 

28人 

－ 

44人 

－ 

51人 

12回 

57人 移動支援事業利用者数 
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■主要所管課　健康福祉課

後期基本計画

障害者団体などによる自主的な活動への支援や地域住民との交流機会の充実を図り、障害のあ

る人が社会に参加する機会の拡充に努めます。障害のある人の就労に向けた訓練の場の提供や相

談支援など関係機関と連携を図りながら、就労支援に取り組みます。

●経済的、社会的に自立し生きがいのある生活を送ることができるよう、就労を希望する障害

者に対し必要な訓練を行う就労移行支援・就労継続支援等のサービスの適切な利用促進を

図っています。

●障害のある人が地域のなかで共に生活するためには、社会参加の促進が第一歩となります。

そのために文化・スポーツ・レクリエーション活動を促進しています。

●就労を促進するためには、事業所への雇用促進の啓発が必要であり、ハローワーク、県、就

労支援事業所、学校等関係機関との連携を強化して取り組む必要があります。

●知的障害、精神障害のある人など、判断能力にハンディキャップを有する人が地域で安心し

て生活できるよう、社会参加や雇用の促進を図るとともに、福祉サービスの利用援助や日常

的金銭管理の支援、相談などを行う権利擁護事業を推進しています。

施策の方針 

施策２．地域社会への参加・雇用の促進

現状・課題 

取り組み 

1－「4」－（2）－① 

社会参加の機会の拡大 

内　容 

障害のある人の文化・スポーツ・レクリエーション活動などを推進します。また、屋外での移動
が困難な障害のある人や聴覚や言語障害のある人など、障害のある人の社会参加を促進す
るための支援を行います。 

障害のある人の就労に対する理解を深めるため、自立支援協議会の充実を図り、連携し、啓
発に努めます。また、就労に向けた訓練等のサービス利用を進め、ハローワーク、障害者就業・
生活支援センター等の関係機関と連携しながら、障害のある人一人ひとりの意欲や障害特
性に応じた雇用、就労を支援します。 

1－「4」－（2）－② 

雇用・就労への支援 

指　標 

就労移行支援利用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

0人/月 

0人/月 

0人/月 

8人/月 

1人/月 

27人/月 

7人/月 

49人/月 就労継続支援（Ａ型Ｂ型）利用者数 
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　1.各種保健事業の展開 

　2.地域住民の主体的な健康づくりの支援 保健・医療 

　3.救急医療体制の整備 

政策５　保健・医療

保健・医療体制の整備を図り、すべての住民が地域で生涯にわたり、安心して暮らすことがで

きるよう、各種健康相談や健康診査内容の充実を図り、保健・医療サービスのさらなる強化に努

めます。

 

 

資料：健康福祉課 

資料：健康福祉課（平成23年４月１日現在） 

■ 各種健診の状況  

平成18年度 

367人 

220人 

179人 

245人 

456人 

平成19年度 

365人 

297人 

305人 

233人 

443人 

平成20年度 

331人 

291人 

210人 

218人 

391人 

平成21年度 

382人 

550人 

631人 

236人 

457人 

平成22年度 

390人 

596人 

544人 

262人 

457人 

胃がん検診 

子宮がん検診 

乳がん検診 

肺がん検診 

大腸がん検診 

 

■ 医療機関の状況  

施設数 

2箇所 

18箇所 

12箇所 

32箇所 

病床数 

320床 

49床 

0床 

369床 

医師数 

38人 

18人 

12人 

68人 

 

病院 

一般診療所 

歯科診療所 

計 
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■主要所管課　健康福祉課

後期基本計画

身近な地域における健康教室や講演会、健診や保健指導、各種相談事業の充実を図り、個人・

家庭から地域へと広がる健康づくりを進めます。

●本町では、悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患の死亡原因が多くを占めています。心疾

患、脳血管疾患については生活習慣病、特にメタボリックシンドロームが大きな起因となっ

ています。

●子どもの減少、核家族化、地域の支援網の希薄化、一人親家庭や支援者のないなかでの子育

てなど、子育て環境が大きく変化しています。また、教育現場では発達障害など特別な支援

を必要とする子どもたちの増加やその支援のあり方が問題となり、乳幼児期からの発達支援

の充実が求められています。

●「健康たわらもと21」の実施期間が平成24年度となっており、計画の評価を行うとともに、

次の健康づくりの指針となるものを位置付ける必要があります。

●支援や見守りが必要な家庭においては、個別に家庭訪問による相談指導を行うなど、今後は

訪問事業の拡大充実が求められます。

●心の健康づくりを推進する必要があります。

施策の方針 

施策１．各種保健事業の展開

現状・課題 

取り組み 

1－「5」－（1）－① 

成人保健 

内　容 

「健康たわらもと21」の評価を行い、次期の健康づくり施策を検討します。がん検診の受診率
向上のための住民への啓発方法を検討します。 

支援の必要な保護者、乳幼児のニーズを早期にキャッチし、早期対応・継続支援していくため
の仕組みづくりを行います。子どもたちを取り巻く保健・福祉・教育・地域との連携をさらに深め、
地域の支援網を発展させる取り組みを推進します。また、発達支援に関しては乳幼児から学
童期にスムーズな引き継ぎができる仕組みづくりを行います。 

1－「5」－（1）－② 

母子保健 

指　標 

4か月児健診受診率 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

96.5% 

367人 

456人 

245人 

93.5% 

331人 

391人 

218人 

95.3% 

390人 

457人 

262人 

100.0% 

540人 

1,020人 

370人 

胃がん検診受診人数 

大腸がん検診受診人数 

肺がん検診受診人数 

 



■主要所管課　健康福祉課

40 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

住民が主体となって健康づくりを実践、継続できるよう健康づくりに関する知識を深め、参加

を促すとともに、地域のネットワークづくりを支援します。

●健康づくりを推進していくために、養成講座を修了した推進員が活動しています。

●健康づくりをより多くの地域住民に啓発、推進していくためには、住民が自主的に活動する

グループが不可欠となっています。

●健康づくりを推進していくためには、推進員の活動が不可欠であることから、保健事業との

連携等により活動支援していく必要があります。

施策の方針 

施策２．地域住民の主体的な健康づくりの支援

現状・課題 

取り組み 

1－「5」－（2）－① 

健康づくり推進員の活動支援 

内　容 

養成講座を開催して推進員を増員するとともに、知識向上のための学習会・研修会等を実施
します。また、保健事業と推進活動の連携を図り、活動支援を行います。 

指　標 

食生活改善推進員協議会活動回数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

63回 

90回 

67回 

85回 

71回 

159回 

80回 

180回 健康づくり推進員協議会活動回数 
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■主要所管課　健康福祉課

後期基本計画

医療機関や関係機関の連携を図るとともに、住民一人ひとりが「かかりつけ医」を持つなど、

身近な医療機関の活用を進めます。

●町には18の医院と12の歯科医院、国保中央病院ならびに奈良県総合リハビリテーションセ

ンターがあり、医療機関の数としては充実しています。

●休日、夜間等の救急医療体制の安定的な確保ならびに、適正医療（一次救急と二次救急の区

別等）の周知と理解が必要となっています。

●磯城休日応急診療所が保健センターとともに奈良県健康づくりセンター屋内プール跡に移転

し、構成団体に平成24年度から広陵町も加わりました。

施策の方針 

施策３．救急医療体制の整備

現状・課題 

取り組み 

1－「5」－（3）－① 

一次医療体制の整備 

内　容 

磯城休日応急診療所の充実と橿原市休日夜間応急診療所や、県が実施している救急安心
センターダイヤル等の利用を住民に周知・啓発します。　　　　 

一次救急か二次救急かの判断（さらに重症の場合は三次救急という流れ）について住民へ
の周知と理解を図ります。また、桜井地区病院群輪番制病院運営事業や小児科二次救急
輪番制の充実に向けて、県と連携していきます。 

1－「5」－（3）－② 

二次・三次医療体制の整備 

指　標 

磯城休日応急診療所　患者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

874人 808人 679人 800人 



42 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

　１．国民健康保険の充実 

　２．社会保障の充実 

生活福祉 

 

政策６　生活福祉

生涯を通じて、その人らしく、安心して、健やかに充実した生活を送ることができるよう、社

会保障制度の適正な運用、また低所得者に対する相談支援の充実を図ります。

 

資料：住民保険課 

■ 国民健康保険の状況 

平成18年度 

5,725世帯 

11,624人 

24.9億円 

平成19年度 

5,726世帯 

11,481人 

24.9億円 

平成20年度 

4,526世帯 

8,775人 

24.2億円 

平成21年度 

4,521世帯 

8,692人 

24.8億円 

平成22年度 

4,671世帯 

8,920人 

24.8億円 

加入世帯 

被保険者数 

保険給付費 
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■主要所管課　住民保険課

後期基本計画

被保険者が安心して医療を受けられる国民健康保険の健全な運営を図るため、財源の確保、被

保険者の疾病予防や健康増進に努めます。

●国民健康保険は、近年の急速な高齢化や医療の高度化により医療費が増大するなか、被保険

者の構造的な問題や経済情勢により、財政的にますます深刻な状況となっており、その解決

を図ることが緊急の課題となっています。

●現在、国において医療保険制度の抜本的改革が進められていますが、国民健康保険制度の維

持及び安定的運営を確保し、安心して医療サービスを受けることができる制度を維持してい

けるよう、国・県に要請をしていく必要があります。

●被保険者の健康の保持・増進のために、予防医療を中心とした人間ドック・脳ドック、特定

健康診査等保健事業の充実を図る必要があります。

●住民の健康生活の向上と医療費の抑制の観点から、疾病の予防、重症化の防止等、健康づく

りを推進していく必要があります。

施策の方針 

施策１．国民健康保険の充実

現状・課題 

取り組み 

1－「6」－（1）－① 

国民健康保険の健全な運営 

内　容 

国民健康保険の安定した運営のため、収納対策の強化に取り組みます。また、被保険者の
疾病予防や医療費の抑制のため人間ドック・脳ドック・特定健康診査の充実を図ります。 

指　標 

特定健康診査受診率 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

― 

379,574円 

19.2% 

278,304円 

19.6% 

290,010円 

35.0% 

290,000円 １人当たりの医療費 



■主要所管課　住民保険課／健康福祉課

44 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

年金の相談や広報活動を行い、年金制度を周知し、保険料納付の促進を図り、無年金者の防止

に努めます。

また、低所得者の経済的な自立と生活意欲の助長を図るため、関係機関との密接な連携のもと、

実態を的確に把握しながら、相談・指導などの支援サービスの充実を図ります。

●国民年金は、長い老後の生活において、また障害者や遺族となったときに、その生活の基礎

的な部分を生涯にわたって保障する制度として、国民生活に必要不可欠な制度です。

●年金制度の改正では、その基本的な考えとして、国民皆年金を堅持し、現役世代の負担が過

大とならないよう配慮しつつ、基礎年金に対する国庫負担割合の引き上げや将来の保険料水

準を明らかにし、長期的に給付と負担の均衡を図っていくこととされました。

●急速に進展する少子化・高齢化や厳しい経済情勢、年金制度の将来に対する不安感など、こ

れからの年金制度の動向をふまえつつ、国民年金の未加入者と保険料未納者の問題を解決す

ることが強く求められています。

●国民共通の基礎年金制度の理念のもと、加入対策や学生納付特例制度、免除制度などのさら

なる周知を図り、受給権の確保に努めています。

●生活保護については、相談時にその状況を聞き取りし、生活保護制度の説明及び他施策の活

用等を助言するとともに、要保護者に対しては速やかに福祉事務所に通報し適正保護につな

げています。

●昨今の雇用不安が長期化することにより、若年層でも安定した生活が厳しい状況にあるなか、

生活困窮の相談が増えることが考えられます。相談事業を強化し、必要に応じて生活保護に

つなげることにより、安定した生活環境のなかで、自立に向けた支援をしていく必要があ

ります。

施策の方針 

施策２．社会保障の充実

現状・課題 

指　標 

生活相談件数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

取り組み指標 

60件 60件 89件 120件 

取り組み 

1－「6」－（2）－① 

適正加入・納付意識の啓発 

内　容 

広報などを通じて、国民年金制度の周知・ＰＲに努めるとともに、日本年金機構との連携・協力
を強化し、適正加入、納付意識の啓発に努めます。 

要保護者世帯単位の自立・生活意欲助長に向けて、実施機関・民生児童委員等と連携し相
談事業を充実します。 

1－「6」－（2）－② 

相談・指導の充実 

主要な取り組み 
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第２章

　1.幼児教育の推進 

　2.小・中学校教育の推進 学校教育 

　3.特別支援教育の推進 

住民一人ひとりが個性豊かで生きがいのある人生を送ることができるよう、学校教育の充実を

図るとともに、生涯学習による人づくり・まちづくりを推進します。また、生涯にわたって日常

生活のなかで楽しむ生活文化としてスポーツ活動を活発に実施し、地域社会におけるさまざまな

活動を通じて、青少年の豊かな人間性を育みます。さらに、住民の自主的な文化活動を積極的に

支援し、多彩で個性的な住民文化を創造します。

政策１　学校教育

のびのびとした環境のなかで確かな学力を身に付けられるよう、指導の充実を図るとともに、

新たな時代に適応した教育をはじめ、地域学習、人権教育など総合的な学習の充実を図り、生き

る力や創造力、思いやりの心を持った人間性豊かな児童生徒の育成に努めます。また、心身の健

やかな発達を促すため、健康・安全教育の充実を図ります。

人が活きいきと輝くまなびのまちづくり

 

資料：教育総務課（各年5月1日） 

■ 園児・児童・生徒数の推移 

平成18年 

575人 

1,873人 

900人 

平成19年 

545人 

1,830人 

889人 

平成20年 

505人 

1,817人 

894人 

平成21年 

472人 

1,790人 

864人 

平成22年 

457人 

1,785人 

839人 

平成23年 

432人 

1,825人 

786人 

幼稚園 

小学校 

中学校 
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■主要所管課　教育総務課

後期基本計画

小学校就学前教育としての位置付けのもと、幼児一人ひとりの個性を伸ばし、個々の発達段階

に応じた教育を充実させるため、地域の自然や歴史・文化などとのふれあいを通じた幼児教育を

推進します。

●本町の幼稚園は5園ありますが、近年の少子化などの影響により園児数は年々減少していく傾

向にあり、効率的な園運営に努める必要があります。

●就園については、少子化や女性の社会進出など、幼児を取り巻く環境の変化を受けて、平成

12年度より3歳児からの就園を実施し、幼児の発達・活動に適した環境づくりや子育て支援の

充実に努めています。

●今後は、幼保小の連携を図り、さらに教育内容などの充実に努め、保護者のニーズに対応し

た子育て支援を展開する必要があります。

施策の方針 

施策１．幼児教育の推進

現状・課題 

取り組み 

2－「1」－（1）－① 

幼児教育環境の整備 

内　容 

３歳児から始める幼稚園教育を生涯学習のスタートと位置付け、これにふさわしい教育内容を
検討し、充実を図ります。 

子どもを中心とした、うるおい豊かな就学前教育を推進するため、各園が特色ある園経営に努
めるとともに、保育園・幼稚園・小学校との連携を図ります。 

2－「1」－（1）－② 

就学前教育の推進 

老朽化がみられる施設を計画的に改修し、安心・安全な幼児教育環境の整備に努めます。 

2－「1」－（1）－③ 

安心・安全な幼児教育環境の
創出 

少子化や女性の社会進出がもたらす幼児への影響を考慮し、心身の発達段階に応じた自立
性や情操を育む機会を地域社会・家庭・行政が協力して拡充しています。また、保護者が孤
独感に陥ることなく、親同士が交流し、子育てに関する相談ができる場づくりを図ります。また、
幼稚園の保育時間終了後において、保護者の子育てを支援する施策を検討します。 

2－「1」－（1）－④ 

幼児教育の支援 

指　標 

保育園・小学校との連携回数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ － 29回 58回 



48 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　教育総務課

児童・生徒が将来を見据え、意欲的に学習に取り組むことができるよう、教育内容や教育環境

の整備に努め、安全に教育を受けることができる環境を整えます。

●本町の小学校は5校、中学校は2校あり、それぞれに特色のある学校づくりに取り組んでいます。

●少子化などの影響により児童・生徒数は年々減少していく傾向にあり、適正な集団教育の欠

如などの問題もあり、効率的な学校運営に努める必要があります。

●各中学校では、将来にわたる進路指導の一環として職業体験を実施するなど、児童・生徒の

心豊かな人間性を育み、確かな学力を身に付けられるような学習指導を行っています。

●スクールカウンセラーやいじめ不登校対策支援員などを配置し、いじめ不登校の解消に取り

組んでいます。

●今後も一人ひとりの個性や能力を伸ばし、社会のさまざまな変化に生涯を通じて主体的に対

応できる生きる力の育成や体験活動の充実などきめ細かな指導を行う必要があります。

●ふるさと田原本に愛着を覚える教育の充実（ふるさとかるたの活用）を図っています。

施策の方針 

施策２．小・中学校教育の推進

現状・課題 

取り組み 

2－「1」－（2）－① 

教育環境の整備 

内　容 

幼・小・中の指導内容の系統性・発展性に留意し、基本的事項を確実に身に付けるように指
導します。 

子どもたちが自ら考え、学習し、判断する力を身に付けるよう、社会体験・職業体験・自然体験
等の取り組みを継続します。また、生徒が自らの生き方を考え、将来に対する目的を持ち、自分
の意思と責任で進路を選択決定できるよう、進路指導、キャリア教育も含めて取り組みます。 

2－「1」－（2）－② 

職業観や人生観の醸成 

人権教育資料の活用の充実等により、あらゆる差別を許さない意識を育んでいくとともに、道
徳教育の充実を図ります。 

2－「1」－（2）－③ 

人権意識の醸成 

各学校における教育活動等の状況について、適切に評価を行い教育の質を保証し、不断の
検証を図るとともに、学校の情報を公開して説明責任を果たします。また、教職員の資質向上
をめざし、養成・研修・評価等の全体を通じた改革を進めます。 

2－「1」－（2）－④ 

教育体制の確立 

近い将来発生が予想される、東南海・南海地震に対する校舎等の耐震補強を年次計画に基
づき、老朽化した校舎の大規模改修等、施設環境整備を計画的に実施します。 

2－「1」－（2）－⑤ 

安心・安全な教育環境の整備 

いじめ、不登校問題に関し、地域や関係機関等との協力体制を拡充します。 
2－「1」－（2）－⑥ 

関係機関との連携 

指　標 

小学校校舎等耐震化率 

 実　績　値  
目標値（Ｈ28年度末） めざす 

方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

30% 

50% 

10人 

17人 

43% 

67% 

5人 

23人 

60% 

83% 

7人 

21人 

100%（H27年度末） 

100%（H27年度末） 

4人 

11人 

中学校校舎等耐震化率 

小学校不登校児童数 

中学校不登校生徒数 
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■主要所管課　教育総務課

後期基本計画

障害のある子どもなど、特別な支援を要する幼児・児童・生徒の教育の充実を図ります。

●本町では現在すべての学校に特別支援学級があり、個々人に応じた指導を図り、自立するた

めに必要な基礎・基本を身に付け、生活能力を高めることができるよう、特別支援学級の内

容充実と運営の強化に努めています。

●関係機関との連携による保護者との教育相談や就学時等には医師・学識経験者・教育関係

者・行政関係者によって構成される就学指導委員会を設け、心身に障害を有する幼児・児童

及び生徒に適正な就学指導を行っています。

●すべての学校に特別支援教育支援員また幼稚園には加配教員を配置し、通常の学級に在籍す

る支援を必要とする子どもにきめ細かな支援を行っています。

施策の方針 

施策３．特別支援教育の推進

現状・課題 

取り組み 

2－「1」－（3）－① 

適切な教育の推進 

内　容 

幼・小・中学校における障害のある子ども一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握し、柔軟に
教育にかかる支援を行います。 
通級指導教室として「ステップ教室」を開設し、軽度発達障害を有する子どもの支援の充実
を図ります。 

2－「1」－（3）－② 

就学の支援 
障害のある子どもの就学については、就学指導委員会などの専門機関の援助による指導の
充実を図ります。 

指　標 

通級指導教室活用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ － 6人 12人 



50 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

　1.学習体制の充実 

　2.生涯学習環境の充実 

生涯学習 

　3.図書館事業の充実 

　4.文化活動の促進 

政策２　生涯学習

社会教育をはじめ、家庭教育、学校教育などにおけるすべての分野を生涯学習の一環として捉

え、学習機会の拡充に努めます。

また、田原本青垣生涯学習センターなど生涯学習拠点施設の活用促進や、既存施設の充実を進

めるなど、学習環境の充実を図るとともに、地域における生涯学習を担う人材の発掘と育成に努

めます。

さらに、生涯学習施設と学校教育等との連携を強化するとともに、情報のネットワーク化を推

進し、一体的な生涯学習推進体制を整備します。

 

 

資料：図書館 

■ 図書館の蔵書数と利用状況 

蔵書冊数 
（図書） 

143,666冊 

151,074冊 

158,743冊 

164,173冊 

168,640冊 

登録者数 

18,442人 

21,208人 

23,947人 

26,667人 

29,047人 

貸出冊数 

172,670冊 

171,673冊 

183,299冊 

177,049冊 

181,059冊 

貸出者数 

352,987冊 

364,951冊 

398,388冊 

405,753冊 

391,817冊 

児童 一般書 児童書 一般 

21,769人 

19,435人 

19,744人 

17,811人 

17,192人 

団体等 

506団体 

475団体 

610団体 

840団体 

1,339団体 

94,879人 

96,487人 

103,309人 

104,256人 

101,243人 

平成18年度 

平成19年度 

平成20年度 

平成21年度 

平成22年度 
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■主要所管課　生涯教育課

後期基本計画

学びたい人が学びたいときに学べるよう、各種広報媒体を活用し、生涯学習に関する情報提供

や相談支援を行い、各種講座や教室、サークル等の充実を図ります。

●地域・学校・関係団体の協力を得ながらイベントや事業、講座を開催していますが、参加者

の固定化、高齢化により、講座や教室の開催数が少なくなっています。

●公民館学習では、教室を3年間続けた者には自主サークル化をめざし、3年ごとにサークル化

を図る計画を実施し、学習への自主性を奨励し、活性化を図っています。

●平成21年から子ども文化教室を開催し、子どもの課外活動を支援しています。

施策の方針 

施策１．学習体制の充実

現状・課題 

取り組み 

2－「2」－（1）－① 

生涯学習の情報提供 

内　容 

イベントや教室、サークルの内容などの情報を、館内掲示やチラシの配布、ホームページへの
掲載等により提供の拡充を図ります。 

2－「2」－（1）－② 

世代間交流の促進 
学校支援事業などを通じて、地域や学校と連携して世代間の交流の促進を図ります。 

2－「2」－（1）－③ 

各種講座の開催 
青少年健全育成、公民館学習において、子どもを対象にした各種教室の充実を図り、参加者
の増加に努めます。 

指　標 

子ども文化教室参加者数 

子ども文化教室開催数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ 

－ 

－ 

－ 

1,018人 

59回 

1,100人 

59回 



52 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　生涯教育課

住民の身近な学習の拠点として、田原本青垣生涯学習センターの利用の推進を図るとともに、

学習活動の活性化など活動内容の充実を図ります。

●平成16年に田原本青垣生涯学習センターが開館し、公民館・弥生の里ホール・図書館を住民

の活動の場所として提供しています。

●学校の体育施設を学校教育に支障のない範囲において、地域住民のスポーツ活動に開放して

います。

施策の方針 

施策２．生涯学習環境の充実

現状・課題 

取り組み 

2－「2」－（2）－① 

生涯学習施設利用の促進 

内　容 

広報・インターネットなどにより引き続き利用者の増加を図るとともに、利便性の向上のため駐
車場の増設整備を行います。 

2－「2」－（2）－② 

田原本青垣生涯学習セン
ターにおける情報ネット 
ワークの整備 

公民館の利用情報をインターネットで検索できるようにするなど、情報ネットワークの推進を図り
ます。 

指　標 

公民館の利用件数 

学校開放利用件数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

5,470件 

2,365件 

2,663件 

2,656件 

2,365件 

2,949件 

2,400件 

3,000件 
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■主要所管課　図書館

後期基本計画

図書館については、住民の学習要求に応えられるよう、図書資料の収集や情報提供の充実など、

図書館サービスの充実を図ります。

●住民の自主的な学習活動への資料提供の要望が高まっています。

●利用者や貸出冊数は、類似の市町村立図書館のなかでは依然として多いですが、町内住民の

利用に関しては減少傾向にあります。

●平成18年3月に「子ども読書活動推進計画」を策定し、計画に基づいて、学校や幼稚園・保育

園とともに読書支援を行っています。

●ボランティアを積極的に活用するため、毎年ボランティア養成講座を行っています。

●返却の利便性を高めるため、平成22年にブックポストを新たに2箇所（笠縫駅・田原本駅前広

場）設置するとともに、祝日にあたる月曜を開館に変更しました。

施策の方針 

施策３．図書館事業の充実

現状・課題 

取り組み 

2－「2」－（3）－① 

資料の充実 

内　容 

蔵書構成や住民からのリクエストを分析して、住民のニーズに応じた購入を行います。 

2－「2」－（3）－② 

図書館利用の促進 

テーマ展示や図書紹介チラシを作成することで、図書館や蔵書を紹介する機会を設け、利用
を促進します。また、魅力あるホームページの作成を行います。 

2－「2」－（3）－③ 

障害者サービスの充実 

広報の音訳だけでなく、図書の音訳化や対面朗読を行います。また、年々ニーズが高まってい
る大活字本も積極的に購入していきます。 

2－「2」－（3）－④ 

学校等との連携 

ボランティアによるお話配達や職員による読書指導、学校などとの連絡会等を行います。また、
年１回の連絡会に関係団体としてボランティア団体にも参加してもらい、年間計画などを立案
していきます。 

2－「2」－（3）－⑤ 

専門職員の育成 
多彩な図書の相談業務に応じるため、専門的な知識や技術の向上をめざして、館内研修の
みならず、県内外の図書館関係の研修会へ積極的に参加します。 

2－「2」－（3）－⑥ 

情報ネットワークの整備 
図書館システムの更新を行いパソコン・携帯電話からの図書の検索・予約・貸出延長等がで
きるようにします。 

指　標 

蔵書冊数 

貸出冊数 

登録者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

143,666冊 

525,657冊 

18,442人 

158,743冊 

581,687冊 

23,947人 

168,640冊 

572,876冊 

29,047人 

199,000冊 

582,800冊 

44,200人 



54 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　生涯教育課

弥生の里ホールの利用推進を図り、住民が多様な文化・芸術活動に触れられる機会を充実して

いきます。

●平成16年の弥生の里ホール開館以来、コンサートや講演会などの自主事業を開催し、住民に

芸術文化鑑賞の機会を提供しています。

●住民の芸術文化に対する意識は向上しつつあり、弥生の里ホールで、自主的に発表会を開催

する回数が増加しつつあります。

施策の方針 

施策４．文化活動の促進

現状・課題 

取り組み 

2－「2」－（4）－① 

文化活動の支援 

内　容 

引き続き、文化団体や社会教育関係団体の文化に関わる活動の支援を図ります。 

2－「2」－（4）－② 

地域文化の創造 
弥生の里ホール・公民館学習の企画、運営に住民が参画できるよう検討します。 

2－「2」－（4）－③ 

創作活動への支援 
文化団体等、広く住民が活動の成果を発表できる環境を整備します。 
 

2－「2」－（4）－④ 

文化鑑賞の充実 
質の高い良質なイベントの開催を検討します。 
 

指　標 

弥生の里ホールの利用件数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

327件 243件 237件 240件 
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後期基本計画

　１．スポーツに親しむ環境の整備 

　２．スポーツ・レクリエーション活動の普及・啓発 

スポーツ・ 
レクリエーション活動 

 

政策３スポーツ・レクリエーション活動

住民の健康や体力づくりへの関心の高まりに対応し、多様な参加機会の提供に努めながらス

ポーツやレクリエーション活動の振興を図ります。

また、スポーツ活動を通じ、地域におけるさまざまな交流と連携を創出していくため、団体や

指導者の育成・支援を推進するとともに施設の利用促進を図ります。

子どもから高齢者まで、年齢に関係なく、気軽

にスポーツを楽しめる場をつくるとともに、世代

間交流を通して楽しく、遊び心を持ちながら健康

スポーツの集いを実施しています。

実施月は6月、10月、2月の年3回で、バウンド

テニスやディスコン、シャフルボードなど、月に

より種目をかえています。

健康スポーツの集い

＜健康スポーツの集い＞

トピックス



56 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　生涯教育課

住民が身近な地域で安全にスポーツが行えるよう、社会体育施設の維持・管理に努めます。

●住民の健康増進や体力向上をめざすために、スポーツ施設の環境整備を促進しています。

●住民のスポーツ活動の拠点として、各体育館、健民運動場及びテニスコートなどの環境の整

備を行う必要があります。

●住民の余暇時間の増大やスポーツに対する意識の高揚、また、新しいレクリエーションスポー

ツの増加に伴い、それに対応した施設の整備が必要となっています。

施策の方針 

施策１．スポーツに親しむ環境の整備

現状・課題 

取り組み 

2－「3」－（1）－① 

スポーツ施設の利用促進 

内　容 

町内にどのような施設があるかをわかりやすくまとめたパンフレットを作成し、住民の施設利用
の促進を図ります。 

2－「3」－（1）－② 

まち全体のスポーツ施設の
充実 

各体育施設の維持補修などの充実を図り、「いつでも、どこでも、だれでも」スポーツできる環
境を整備します。 

指　標 

体育館利用件数 

テニスコート利用件数 

健民運動場利用件数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

1,681件 

1,623件 

368件 

2,207件 

1,744件 

314件 

2,505件 

1,546件 

250件 

2,500件 

1,600件 

250件 



取り組み 

2－「3」－（2）－① 

イベント・教室などの開催 

内　容 

住民のスポーツ参加意欲の高揚を図り、子どもから高齢者まで広く交流の場が得られるよう各
種教室・イベントなどを開催します。 

2－「3」－（2）－② 

スポーツ団体の支援 
既存のスポーツ団体及び総合型地域スポーツクラブの育成を支援します。 

2－「3」－（2）－③ 

スポーツ推進計画 
国が定めるスポーツ基本計画を参酌し、本町の実情に即したスポーツの推進を図ります。 

指　標 

健康スポーツの集い開催数 

健康スポーツの集い参加者数 

指導者講習会開催数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

4回 

169人 

－ 

3回 

237人 

－ 

3回 

82人 

2回 

3回 

80人 

2回 
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■主要所管課　生涯教育課

後期基本計画

子どもから高齢者まで幅広い年齢層の住民が、多種多様なスポーツに親しめるよう、関係機関

等と連携し、スポーツや運動する機会の提供を図ります。

●都市化の進展や生活の利便性の向上などによって、運動機会の減少や体力の低下が指摘され

ています。

●自由時間の増大、少子高齢社会を背景として、競技スポーツから心身のリフレッシュ、仲間

づくりまで、スポーツ・レクリエーションの目的や活動内容が多様化してきているなか、住

民が自主的に行うスポーツ活動を支援するとともに、気軽に、継続的にスポーツをすること

ができる環境づくりが求められています。

●今後、住民が持っているスポーツに対する潜在的な関心や興味を引き出す取り組みを行い、

身近に気軽に取り組めるスポーツ環境やそれらの情報が手軽に入手できるような取り組みを

検討し、全町をあげてスポーツ事業の振興を図る必要があります。

施策の方針 

施策２．スポーツ・レクリエーション活動の普及・啓発

現状・課題 



58 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

　１．文化財の保存と活用 

　２．郷土愛・文化財愛護精神の育成 

歴史的文化 

 

政策４　歴史的文化

本町の歴史と風土に育まれてきた文化財については、住民全体の共通の財産として、次代に引

き継ぐための保護と継承に努めます。

また、多彩で個性ある歴史的文化の創造を図るため、これら歴史的な文化遺産を保存継承し、

将来のまちづくりの基礎にしていく必要があります。

「唐古・鍵遺跡の保存と活用を支援する会」の

ボランティアのみなさんと小学校、文化財保存課

との協働事業で、町内小学校6年生の総合的な学

習時間に、勾玉、土器づくりなどの体験学習を実

施しています。

歴史体験学習の実施

＜土器づくり＞

トピックス
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■主要所管課　文化財保存課

後期基本計画

さまざまな文化財の情報を町内外に発信し、文化財の保存と活用を図ります。

●弥生時代を代表する国史跡、唐古・鍵遺跡については、史跡公園整備事業が始まっています。

また、盆地低地部に残る数少ない前方後円墳である黒田大塚古墳は県指定史跡として整備さ

れています。

●町内の古社・古寺関係では、国指定重要文化財に仏像・絵画など5件、また、県指定文化財に

建造物や巨樹・樹そうなど5件が指定され、保護が図られています。さらに、重要文化財の羽

子田遺跡出土埴輪牛は唐古・鍵考古学ミュージアムに収蔵されています。

●さまざまな文化財の基礎資料を整備するとともに、町指定文化財の指定を進めていく必要が

あります。

施策の方針 

施策１．文化財の保存と活用

現状・課題 

取り組み 

2－「4」－（1）－① 

史跡等文化財の保存 

内　容 

史跡等文化財について、防犯や防災の啓発活動を行い所有者の意識向上を図ります。また、
町指定文化財の指定により、保存を進めます。 

2－「4」－（1）－② 

史跡等文化財の活用 
出土文化財の貸出や写真掲載等により活用を図ります。 

指　標 

指定文化財等の見回り・点検回数 

町文化財指定件数（累計） 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

5回 

－ 

5回 

4件 

5回 

5件 

36回 

7件 



60 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　文化財保存課

唐古・鍵考古学ミュージアムや田原本青垣生涯学習センターにおいて、文化財の理解と愛護精

神の育成を図ります。

●唐古・鍵考古学ミュージアムは、唐古・鍵遺跡からの出土品を中心に、実物を多く展示し、

平成16年11月に開館しました。開館以来、町内外から多くの来館者を迎えています。また、

より文化財への理解を深めることができるよう、企画展や考古学実践講座等を実施してい

ます。

●町内各小学校の総合的な学習の出前授業や、唐古・鍵考古学ミュージアムにおける弥生体験

学習を通じ、次代を担う子どもたちに郷土愛、文化財愛護精神の育成を図っていく必要があ

ります。

施策の方針 

施策２．郷土愛・文化財愛護精神の育成

現状・課題 

取り組み 

2－「4」－（2）－① 

文化財の愛護精神の育成 

内　容 

小学校の総合的な学習の時間への出前授業等を利用し、町内児童に対し、郷土の文化財
への学習意欲・愛護精神を育成します。 

2－「4」－（2）－② 

唐古・鍵考古学ミュージア
ムの活用 

企画展、講座等を開催、ホームページの充実に努めるとともに、中学校の職場体験等教育機
関との連携を図ります。 

指　標 

唐古・鍵考古学ミュージアム入館者数 

総合的な学習　項目別実施回数 

唐古・鍵考古学ミュージアムのホームページ
アクセス件数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

8,593人 

6回  

8,183件 

7,842人 

12回  

9,391件 

7,468人 

15回  

12,665件 

7,500人 

23回  

15,000件 
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後期基本計画

　１．人権尊重の視点に立った行政の推進 

　２．男女共同参画社会の推進 

人権の尊重 

 

政策５　人権の尊重

一人ひとりの基本的人権が尊重され、自由で平等な社会の実現を図るため、住民の生活に関わ

るさまざまな分野で人権に関する施策のあり方について検討を深め、これらを体系化した人権教

育の充実に努めます。

また、あらゆる機会や場を通して人権教育・人権啓発の充実に努め、住民の間での自主的な人

権思想の学習と普及を推進します。



62 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　総務課／生涯教育課

住民一人ひとりがお互いの人権を尊重し、互いに支え合いながら、あらゆる場を通じて、人権

問題について学ぶ機会を提供し、啓発活動の実施に努めます。

●人権問題に対する関心や意識は徐々に高まってはいますが、講演会・研修会等について、実

施内容や参加者の固定化が懸念されます。

●住民一人ひとりの人権意識の高揚を図るためには、多様な機会の提供のほか、実施主体間の

連携及び自主性の尊重など、人権について正しい理解と人権尊重の理念を深める必要があり

ます。

●子どもや女性、障害者、高齢者、外国人など、固有の問題に加え、これらが複雑に絡みあう

など、新たな課題が生じています。

●「差別をなくす町民集会」や「人権を確かめ合う磯城郡集会」の開催、小・中学生を対象に

「人権啓発ポスター・標語」の募集、企業内人権教育推進協議会におけるＮＰＯとの連携、

県・各種団体が開催する人権問題研修会への参加などを推進しています。

●広報紙をはじめとする啓発誌の内容にも工夫が必要であるとともに、企業啓発のあり方の検

討や地域リーダーの養成などが必要となっています。今後は、共通理解の下に方針に沿った

活動ができる体制の維持が必要となっています。

●人権問題の理解と認識を深めるためには、実施方法、内容等の検討とともに、人権教育につ

いての啓発活動を活発に行う必要があります。

施策の方針 

施策１．人権尊重の視点に立った行政の推進

現状・課題 

取り組み 

2－「5」－（1）－① 

人権意識の高揚 

内　容 

講演会や研修会等については、家庭・地域・学校・職場等、あらゆる機会を通じ、効果的かつ
継続的に実施します。 

2－「5」－（1）－② 

住民意識の把握 
講演会や研修会において、実施内容や今後の参加意向等について、意識調査を実施します。 

2－「5」－（1）－③ 

人権相談の充実 

人権擁護機関等によるほか、個別課題ごとに相談窓口で対応し、関係機関との連携を強化
するなどして、相談・支援体制の充実を図ります。 

2－「5」－（1）－④ 

広報・啓発活動の充実 

地域でのさまざまな人権問題を把握し、解決に向けて取り組みを進めることができるよう、関係
機関や関係団体との協働の取り組みは不可欠なため、近隣自治体や民間企業、NPO等との
連携を一層強化します。 

2－「5」－（1）－⑤ 

新たな人権侵害等への対応 

インターネットにおける悪質・陰湿な差別書込み防止や風評被害における差別などに対して、
関係機関と連携し、啓発活動を行います。また、新たな人権侵害など、その背景や要因の究
明に努めます。 

指　標 

差別をなくす町民集会参加者数 

人権啓発ポスター・標語応募数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

331人 

730点 

390人 

745点 

330人 

788点 

390人 

820点 
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■主要所管課　総務課／生涯教育課

後期基本計画

男女共同参画フォーラムや男女共同参画セミナー、広報・情報紙などにより、住民啓発に取り

組みます。また、学校教育や生涯学習等と連携し、子どものころから男女共同参画意識の醸成を

図ります。

●女性の就業率は、結婚や出産によりいったん落ち込み再び上昇します。以前に比べると仕事

と子育てを両立している人が多くなってきていることから、両立支援について事業所等に対

する啓発が必要です。

●男女共同参画についての啓発を広報への掲載、ポスター掲示、チラシの備付等の手段により

行っています。

●性別に関わることなく仕事や社会参加が中断されない社会づくりへの意識を高め、参画した

いときに社会へ参画できる環境づくりに向けて、職員の理解・能力向上及び住民一人ひとり

の意識を育むとともに企業などへ対しても働きかけを行うことが必要となっています。

施策の方針 

施策２．男女共同参画社会の推進

現状・課題 

取り組み 

2－「5」－（2）－① 

男女共同参画社会への住民
意識の高揚 

内　容 

男女が互いに大切なパートナーとして思いやり、共に心豊かな生活ができる社会をめざし、近
隣市町村と連携した取り組みや県の施策を活用しながら、啓発を推進します。 

2－「5」－（2）－② 

社会環境の整備 
関係各部署や民間企業などとの連携により、男女ともに参加しやすいイベントなどを実施しま
す。また、雇用者などの男女共同参画研修への積極的参加による意識改革を図ります。 

指　標 

職員の意識向上を図るため、会議・イベントの開催数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ － － 3回 



64 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

第３章

　１．計画的な土地利用の推進 

　２．田原本駅周辺整備の促進 

市街地整備 

 

総合的な都市基盤を推進し、利便性と安全性に優れた、魅力のあるまちをめざします。また、

各拠点や近隣市町とのネットワーク化を進める道路や上下水道網の充実を図ります。さらに、総

合的、計画的な土地利用の推進に努め、田原本駅前周辺整備など地域の個性を活かした市街地整

備による多様な「拠点」の形成を図ります。

政策１　市街地整備

長期にわたって安定した均衡ある土地利用を確保し、健全な都市の発展をめざすため、都市計

画マスタープランに基づき、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配慮した総合的で

秩序ある市街地整備及び土地利用の推進を図ります。

都市基盤が充実したまちづくり

県道桜井田原本王寺線 県道桜井田原本王寺線 

京奈和自動車道 
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■主要所管課　まちづくり推進室／総合政策課

後期基本計画

土地利用については、町域中央に位置する中心市街地を核として、周辺に住宅系の市街地、そ

の外側に市街地を包む形で緑農系の田園地帯が広がるコンパクトな「一核型」の構造を基本とし

ます。また、都市機能面では、将来の（仮称）田原本インターチェンジの立地を活用した「新都

市機能」を配置するほか、駅周辺の中心市街地の再生を進めるとともに、県道桜井田原本王寺線

等を整備することにより、中心市街地から新都市機能地区の機能連携をめざします。

●京奈和自動車道の専用部が開通して、京奈和自動車道の利用者が多くなる一方、国道24号の

交通量は減少し、撤退する商業施設等が目立ちはじめています。

●早急な京奈和自動車道の一般部の開通とインターチェンジの開設が望まれます。

●平成23年5月に「田原本ＩＣ周辺地区」を準工業地域として市街化区域編入を行ったことを受

け、無秩序な宅地化を防ぎ、地域特性を活用する新たな商工業・物流系の新都市機能地区と

して環境へ十分に配慮し整備を行う必要があります。

●中心市街地の再構築として、平成22年3月に完成した駅前広場や、現在、市街地再開発事業に

取り組んでいる田原本駅前南街区、戎通り周辺地区等の東西駅前が連携した「まちづくり」

を検討していく必要があります。

施策の方針 

施策１．計画的な土地利用の推進

現状・課題 

取り組み 

3－「1」－（1）－① 

中長期的な視野に立ったまち
づくりの推進 

内　容 

都市計画を計画的かつ総合的に推進するため、都市計画マスタープランに基づき、用途地域
の見直しをはじめ、都市施設の計画的な整備、地区計画制度等の活用を図ります。 

3－「1」－（1）－② 

計画的な土地利用の推進 
土地利用については、京奈和自動車道の整備を見据えた新都市機能の形成や中心市街地
の都市再生を図ります。 

3－「1」－（1）－③ 

交流拠点の整備 
唐古・鍵遺跡等の歴史的空間や自然環境の保全と活用など、特色を活かした人・もの・情報
の交流拠点の整備を検討します。 

指　標 

インターチェンジ周辺開発率 

交流拠点の整備 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

70% 

H29年度整備 



66 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　まちづくり推進室

田原本駅前周辺地区は、少子高齢社会を見据えた住民の生活サービスの質の向上を図るため、

駅周辺を核として「歩いて暮らせるまち」「徒歩による生活圏の充実したまち」といったコンパク

トシティをめざします。また、中心市街地の持続的な発展のために、「人々が住まい・賑わう　暮

らし良い田原本駅前」をめざします。

●田原本駅前広場が平成22年3月に完成し、西側県道からの利便性が向上しました。今後、駅前

広場を中心に、生活都市としての駅周辺地区を形成する必要があります。

●駅東側は、中世から近世にかけて形成された歴史的なまちであり、また、駅前商店街である

中心市街地は、活力が減退し続けており、活性化を図る整備メニューを検討する必要があり

ます。

●田原本駅前南街区において再開発事業を進められるなかで、経済状況や利用状況、住民ニー

ズ等を鑑み、再開発施設の内容・規模等については適正規模に応じた開発を進めていく必要

があります。

●笠縫駅・黒田駅前は、公共スペースが不足しており、ゆとりあるスペースの確保が必要です。

施策の方針 

施策２．田原本駅周辺整備の促進

現状・課題 

取り組み 

3－「1」－（2）－① 

田原本駅周辺整備の促進 

内　容 

駅前広場南側地域については、平成22年に「田原本駅前南街区検討会」を設立し、「田原
本駅前南街区基本計画」を策定しました。基本計画の問題点を洗い出し、検討・修正を行う
など、地権者の事業に対する意識を確認しながら、再開発の合意形成の熟度を高め事業の
推進を図ります。 

3－「1」－（2）－② 

市街地の活性化 
駅前広場の整備や市街地再開発事業に取り組んでいる田原本駅西側だけでなく、東側も含
めた駅前周辺のにぎわい創出に向けて駅前全体の「まちづくり」を総合的に検討します。 

3－「1」－（2）－③ 

利便性の向上 

駅前広場への西側からの交通の利便性が向上しましたが、さらに住民のニーズを考慮し、駐
車場・店舗・飲食店等の充実を検討し、生活に根付いた便利な駅前をめざします。 

主要な取り組み 
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後期基本計画

　１．幹線道路の整備 

　２．生活道路の整備 

道路交通 

 

政策２　道路交通

広域圏との連携を強化し、圏域内の一体性と循環性を高めるための広域幹線道路やこれらを補

完し、町内交通の骨格となる町内幹線道路の有機的な連携を図り、都市間及び地域間交流を促す

基盤整備の推進に努めます。また、住民の生活に密着し、コミュニティを育む道路の整備に努め

るとともに、適切な維持管理に努め、快適で安全な道路環境の形成を図ります。

 

資料：土木管理課（平成23年4月1日現在）

■ 道路整備の状況 

路線数 

1,165路線 

実延長 

260,316m

改良済延長 

162,793m

改良率 

62.5%

舗装済延長 

224,115m

舗装率 

86.1%町道 

 

京奈和自動車道の写真



68 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　建設課

京奈和自動車道の早期完成と、国道・県道の整備を要望するとともに、幹線道路についても今

後計画的に整備を進めます。

●幹線道路の整備は、京奈和自動車道へのアクセス機能の向上が見込まれることから、計画さ

れている（仮称）田原本インターチェンジを利用する車両が地域内の生活道路に流入するな

ど、交通の混乱が懸念されるとともに、安全性の確保が課題となります。

●京奈和自動車道の整備により広域道路ネットワークも可能になり、計画されている（仮称）

田原本インターチェンジの設置は高速ネットワークへのアクセス機能となるため、幹線道路

の整備を促進していく必要があります。

●事業の進捗については重要路線を検討し、整備計画の策定を行う必要があります。

●京奈和自動車道にアクセスする国道・県道などの整備促進を要望しています。

施策の方針 

施策１．幹線道路の整備

現状・課題 

取り組み 

3－「2」－（1）－① 

国道の整備促進 

内　容 

町内幹線道路の骨格を形成する国道及び、京奈和自動車道を活用した、広域道路ネットワー
クの充実を図るために、さらなる要望を推進していきます。 

3－「2」－（1）－② 

県道・主要地方道の整備促進 
町内幹線道路の骨格を形成する県道を活用した、近隣自治体及び工業地帯を結ぶ広域道
路ネットワークの充実を図るために、さらなる要望を推進していきます。 

3－「2」－（1）－③ 

幹線道路の計画的整備 
町内幹線道路の整備については、宮古25号線を平成25年に供用し、今後、現状の通行形
態及び将来の構想の検証を行うなど、重要度と優先度等を考慮し、整備を進めます。 

指　標 

幹線道路の計画的整備（累計） 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

3路線 3路線 2路線 4路線 
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後期基本計画
■主要所管課　建設課

住民生活に身近な道路や歩道を整備するなど、住民の安全な移動を確保します。

●集落間を結ぶ道路は住民生活を支え、災害時の避難路ともなる重要な生活基盤であり、生活

を営むための大切な空間となっています。

●町域の一体的な道路網が形成され、安全で景観や生活に密着した道路整備を促進する必要が

あります。

●生活道路については、現状と課題を検証し、整備の優先順位を明確にし、計画的に進めて行

く必要があります。

●これまで橋梁については耐用年数が過ぎたものは架け替えることとされていましたが、架け

替えには多額に費用を要し、時期も集中するため財政的に対応できない恐れがあります。こ

のことから計画的な維持補修工事を行い50年先の安全性を保っていく取り組みが「長寿命化

修繕計画」で、この計画に基づき改修整備を行う必要があります。

施策の方針 

施策２．生活道路の整備

現状・課題 

取り組み 

3－「2」－（2）－① 

生活道路の整備 

内　容 

今後、生活道路については、整備計画の策定や目標設定等を行いながら、優先順位に基づ
いて計画的な幅員等の整備を進めます。 

3－「2」－（2）－② 

歩道の整備 
今後も必要性や緊急性など、優先順位に基づく計画的な歩道の整備を推進します。 

3－「2」－（2）－③ 

交差点、歩道などのバリアフ
リー化 

歩行空間の連続性や平坦性に配慮した歩道のバリアフリー化を推進します。 

3－「2」－（2）－④ 

橋梁長寿命化修繕事業 
「橋梁長寿命化計画」に基づき順次修繕工事を実施します。 

指　標 

生活道路の計画的整備 

橋梁長寿命化修繕事業（累計） 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

3路線 

－ 

3路線 

－ 

3路線 

－ 

4路線 

7橋 



70 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

　1.経営の安定化 

　2.より良質な水の安定供給 上下水道 

　3.公共下水道の整備 

政策３　上下水道

安全な水を安定して供給し、暮らしを支える上水道の充実を図るため、水道施設の整備を図り、

災害時にも安定した給水ができる体制を整えます。また、水の有効利用と水質保全に向け、水質

管理体制の充実に努めます。

また、美しい水環境を創出し、住民がより快適に生活できるよう、公共下水道事業を推進し、

普及率の向上を図ります。また、積極的な下水道への接続の推進により水洗化を促進するととも

に、施設の適切な維持管理に努め、事業の効率的な運営を図ります。

 

 

資料：水道課 

■ 上水道の状況 

平成18年度 

33,330人 

3,931,599m3 

10,772m3 

100.0%

平成19年度 

33,146人 

3,832,914m3 

10,472m3 

100.0%

平成20年度 

33,042人 

3,774,283m3 

10,341m3 

100.0%

平成21年度 

33,018人 

3,704,711m3 

10,150m3 

100.0%

平成22年度 

32,980人 

3,781,432m3 

10,360m3 

100.0%

給水人口 

年度配水量 

１日平均配水量 

普及率 

 

資料：下水道課 

■ 下水道の状況 

平成18年度 

800.10ha 

530.09ha 

27,315人 

8,391戸 

82.4% 

25,051人 

91.7%

平成19年度 

800.10ha 

536.70ha 

28,329人 

8,898戸 

86.0% 

25,801人 

91.1%

平成20年度 

800.10ha 

552.81ha 

28,969人 

9,218戸 

88.2% 

26,621人 

91.9%

平成21年度 

800.10ha 

582.70ha 

29,179人 

9,439戸 

88.9% 

27,101人 

92.9%

平成22年度 

800.10ha 

600.74ha 

29,521人 

9,690戸 

90.1% 

27,284人 

92.4%

事業認可面積 
処
理
整
備
済
み
区
域 

水
洗
化 

面積 

人口 

戸数 

下水道普及率 

人口 

水洗化率 
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■主要所管課　業務課

経営の効率化や経費の削減に努め、財政の健全化を図るなど、サービスの向上に努めます。

●水道事業の経営については、老朽施設の更新や配水場の建設に伴い、減価償却費、企業債の

支払利息が増大し財政を圧迫しています。さらに長引く不況により、大口需要者の撤退、ま

たライフスタイルの変化・節水型機器等の普及により、使用水量は減少傾向にあります。

●数年来続いている単年度赤字財政からの脱却・累積欠損金解消のため、平成23年10月に料金

改定を行い、給水収益増を見込んでいます。一方さらなる経費の節減に努め、また滞納整理

を強化し、健全な水道事業会計をめざします。

●良質で安全な水の安定供給に欠かせない経費の削減は厳しい状況のなか、動向を勘案し県水

受水量の削減を検討する必要があります。

施策の方針 

施策１．経営の安定化

現状・課題 

取り組み 

3－「3」－（1）－① 

水道料金徴収の適正化 

内　容 

さらなる口座振替の推進・滞納整理の強化による収納率の向上を図ります。 

3－「3」－（1）－② 

契約事務の効率化 
委託業務の競争入札実施等により、経費の削減を図ります。 

指　標 

水道料金収納率 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

98.2% 98.0% 98.3% 98.6%



72 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　水道課

安全に飲用できる水を安定して供給するため、老朽化した配水管及び浄水設備については、計

画的に更新を進めます。

●水道は住民にとって大切なライフラインの一つであることから、代替性のある配水管布設や

水質の維持・向上などの管理体制を充実させていくことが求められています。

●現在、田原本町浄水場と田原本町配水場の2拠点から配水を行っています。水源の確保につい

ても、引き続き、既設井戸の活性化を行いつつ、新設井戸のさく泉を推進していく必要があ

ります。

●不測の断水を防ぎ、安定水圧で給水利用者に水道水を供給するため、引き続き、下水道事業

などと連携を図りながら、老朽管の布設替え工事、石綿セメント管の更新工事を進めていく

必要があります。

●大口径石綿セメント管更新事業の施行時期の検討と震災時の対処が今後の課題となってい

ます。

施策の方針 

施策２．より良質な水の安定供給

現状・課題 

取り組み 

3－「3」－（2）－① 

水利用に対する啓発 

内　容 

広報・ホームページなどにより、水資源の大切さ、節水意識の啓発を図ります。 

3－「3」－（2）－② 

水源施設の維持管理 

今後も良質な水の安定供給を図るため、水道施設の改修及び水源の新設・改修等を行い、
自己水の確保に努めます。 

3－「3」－（2）－③ 

災害時の安定した給水体制 

給水車の配備、給水タンク・応急復旧用資機材の確保と整備、近隣市町村との応援体制を
強化します。 

指　標 

石綿セメント管残存率 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

3.7% 3.3% 2.6% 2.0%



73

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

資
料
編

第
２
章

第
１
章

後期基本計画
■主要所管課　下水道課

快適な生活環境をつくるため、未接続世帯を含む水洗化の向上及び適切な施設管理及び経営を

行います。

●本町の下水道事業は、昭和50年度に流域関連公共下水道の事業認可を受け事業に着手し、当

初の事業認可面積は132haで、その後10回の変更を行い、平成23年4月の事業認可面積は833ha

と拡大しています。平成22年度末の下水道整備面積は600.7ha、総延長は約162kmとなり、下

水道普及率は、90.1％となっています。

●管渠及び下水道施設の整備を計画的かつ意欲的に進めるとともに、保守点検を充実すること

により適切な施設管理を実施することが課題となっています。

●未接続世帯を含む水洗化の向上及び経営安定化を図ります。

●事故未然防止及びライフサイクルコストを最小限に抑えるために、平成22年度末の管渠の総

延長約162kmのうち竣工より20年以上経過したヒューム管が11.3kmであり、更生工法あるい

は部分入替等により耐用年数の延長を図ることが課題となっています。

施策の方針 

施策３．公共下水道の整備

現状・課題 

取り組み 

3－「3」－（3）－① 

下水道計画区域の整備 

内　容 

下水道計画区域の整備については、平成31年度の完成に向けて計画的に整備を進めます。
また、今後の事業展開は、市街化調整区域を重点的に生活環境の向上と公共用水域の汚
濁防止のため、下水道整備を進めていきます。 

3－「3」－（3）－② 

運営の効率化 

他事業との合併工事の実施、及び単価の見直し、また、費用対効果を高めるためのルート変
更等をすることにより、経費節減に努めるとともに、使用料の適正な改正を行い運営の効率
化を図ります。 

3－「3」－（3）－③ 

水洗化率向上の推進 

下水道事業についての理解を深めていただくため、下水道施設の整備時に、自治会の協力
のもと全ての対象世帯に工事チラシ及び清潔で快適な生活環境をつくるための「水洗化の
すすめ」のパンフレットの配布を実施します。また、広報紙、ホームページを活用して、水洗化意
識の向上のＰＲ活動を行うとともに、供用開始された区域内の未接続世帯に対し、早期接続
のための、個別訪問を行うなど啓発活動を実施します。 

3－「3」－（3）－④ 

下水道長寿命化計画の策定 

平成29年度の長寿命化計画策定に向け、国の下水道長寿命化支援制度を活用し、竣工よ
り20年以上経過したヒューム管を平成24年度から5か年で、対象管渠の調査範囲の整備及
び調査方法を定めた基本計画策定を含む、カメラ調査を中心とした点検・診断を実施します。 

指　標 

下水道普及率 

下水道水洗化率 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

82.4% 

91.7%

88.2% 

91.9%

90.1% 

92.4%

94.0% 

93.1%
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　1.誰もが暮らしやすいまちづくりの推進 

　2.地域防災体制の強化 

住環境 

　3.地域防犯体制の充実 

　4.交通安全対策の推進 

政策４　住環境

住民が親しみやゆとりを感じ、誇りが持てるよう、地域の景観や生態系に配慮した良好な居住

環境づくりを推進するとともに、多様な住宅需要の動向を把握しながら、住民のニーズに応じた

良質な宅地の供給を促進します。

住民の生命と財産を守り、安心して暮らせるまちづくりをめざして、災害を予防するための事

業や啓発を推進するとともに、総合的な防災体制を充実し、防災施設の充実やきめ細かな防災情

報システムの確立、非常用物資等の充実を図るとともに、自主防災組織の育成強化や防災知識の

普及に努め、住民の防災意識の高揚を図ります。

また、警察署や関係団体などとの連携を強化し、防犯体制の充実を図ります。また、意識啓発

については、さまざまな機会を通じて住民一人ひとりの防犯意識の高揚を図り、高齢者や児童、

生徒をはじめ、誰もが安心して暮らせる地域社会づくりに努めます。

一方、交通事故から住民を守るため、交通安全施設の整備や事故の未然防止対策に努め、良好

な交通環境の整備に努めるとともに、住民一人ひとりの交通安全に対する意識の高揚を図ります。
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■主要所管課　まちづくり推進室／総合政策課

本町が有する歴史・文化的な景観資源の魅力を周知・啓発し、景観の保全と形成に向けた住民

意識の高揚を図ります。また、木造住宅の耐震診断等を行うなど、住み慣れた地域に、安心して

住み続けることができる暮らしやすいまちづくりを行います。

●本町は、奈良盆地のほぼ中央に位置しており、中心市街地を中心にして、周辺に住宅系の市

街地その外側に田園地帯が広がる構造となっています。

●「唐古・鍵遺跡」をはじめ、遺跡・史跡や国指定文化財の寺社仏閣などが多数存在しており、

保存と活用が課題となっています。

●歴史・文化等の地域の特性に応じた景観の形成を促進する必要があるとともに、開発と自

然・歴史・文化財の保護が課題となっています。

●県条例に基づき、自然・歴史景観を保全し、調和を創造した屋外広告物の許可及び違反広告

物の是正・簡易除却等を行っています。

●既存の市街地では、老朽化した木造住宅が密集しているため耐震化対策や不燃化対策を推進

した手法で地震に強い住まいづくりが必要となっています。

●国や県の補助金を受けて、木造住宅の無料耐震診断の実施、住宅の精密耐震診断費用の一部

補助、木造住宅の耐震改修工事費の一部補助、住宅無料相談会の開催等を実施しています。

●地域公共交通連携計画に基づき、平成22年度から平成24年度まで、デマンドタクシーの実証

運行を行っています。

施策の方針 

施策１．誰もが暮らしやすいまちづくりの推進

現状・課題 

取り組み 

3－「4」－（1）－① 

個性のある景観の形成 

内　容 

昔の面影をとどめる中心市街地及び中心市街地周辺の町並みについては、文化・歴史を活
かした個性のある住宅市街地として形成します。 

3－「4」－（1）－② 

耐震化対策等の充実 

住宅の耐震化を推進するため既存木造住宅の無料耐震診断・耐震改修工事費の一部補
助や、住宅の精密耐震診断費の一部補助を行い、住宅無料相談会の開催等を実施します。 

3－「4」－（1）－③ 

公共交通対策 

実証運行の結果を検証し、高齢者等の交通弱者に対する新たな公共交通の導入について、
検討を進めます。 

指　標 

既存木造住宅耐震診断件数 

既存木造住宅耐震改修件数 

住宅無料相談会開催数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

3件 

－ 

－ 

7件 

1件 

4回 

15件 

－ 

4回 

20件 

5件 

4回 
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76 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

平時より広報紙等を活用した啓発を行い、住民の防災意識の高揚を図るとともに、自主防災組

織の育成及び活動への支援を行い、災害時に地域住民が互いに協力し、避難や救助などの初動活

動が行える体制づくりを進めます。

また、浸水被害を軽減するため雨水対策計画の策定を進めます。

●近年の風水害の特徴は、短時間に局地的な強雨をもたらし、床下・床上浸水などの被害が発

生しています。特に、「ゲリラ豪雨」については、台風など気象予報が可能な場合とは異なり

予測できないため事前の対応が困難です。

●今後も「地震防災対策アクションプログラム」を軸に防災対策の充実、体制の強化を進める

とともに、「自主防災組織」の重要性を啓発するなど、住民意識を高揚していく必要があり

ます。

●住民や自主防災組織・消防団・消防・警察・町行政などとの連携を図るため、効率的な意識

啓発が必要となっています。

●防災無線として、デジタルMCA同報通信システム（情報をスピーカーにより音声で伝達する

システム）を導入し、大規模災害時に住民に対して避難勧告や避難指示等の重要な情報を速

やかに伝達します。また、デジタルMCA無線機（移動系）により、田原本消防団ポンプ車及

び広報車へ配し、水害などの際に情報伝達手段の一つとして活用しています。

●本町内の水路はほとんど勾配がないことから、河床の掘り下げによる流下能力の増加は望め

ない状況にあります。また、近年の大和川流域総合治水対策では、河川への放流量を抑制す

るために「今後より溜める」ことを基本方針としています。このことから今後は水路の適切

な維持管理及び貯留施設の増強等を主とした対策を進めるため、住民の理解と協力が必要

です。

施策の方針 

施策２．地域防災体制の強化

現状・課題 
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取り組み 

3－「4」－（2）－① 

防災計画の整備、危機管理
体制の確立 

内　容 

危機管理体制を確立するため、防災計画の定期的な見直しをはじめ、既存の職員災害対応
マニュアルなどを更新します。 

3－「4」－（2）－② 

防災意識の醸成及び住民に
よる防災活動の推進 

自治会など地域において防災意識を高め、広報紙などによる啓発のほか、自治会活動のなか
での取り組みや「自主防災組織」の結成・活動を促進します。 

3－「4」－（2）－③ 

情報収集伝達体制の強化 

広報紙や啓発パンフレットなどにより防災活動の重要性を啓発します。また、職員による情報
収集、伝達体制、消防・自治会等との連携を強化します。 

3－「4」－（2）－④ 

広域応援体制の整備と消防
体制の強化 

「地域防災計画」に基づき、有事の際の甚大な被害に対応するため、奈良県に緊急物資な
どの応援要請を行います。また、磯城消防署・田原本消防団と消防体制の連携強化を図ると
ともに、企業・団体と災害協定を結び、物資の調達等を図ります。 

3－「4」－（2）－⑤ 

国民保護計画の推進 

総務省消防庁が行っている「J-ALERT」（全国瞬時警報システム）を活用し、武力攻撃等の
事態に備えます。 

3－「4」－（2）－⑥ 

水防対策の強化・耐震化の
推進 

消防、警察、住民等と連携を図り、町のみでは対応しきれない部分の水防対策を実施します。
また、指定避難所など公共施設の耐震化を進めます。 

3－「4」－（2）－⑦ 

避難路・避難所の整備と周知
徹底 

広報紙による啓発や自治会、自主防災組織等へ周知を行います。 

3－「4」－（2）－⑧ 

雨水被害対策の推進 

ため池や水田等の治水利用を検討するとともに、市街地については、水路の維持管理や調
整池等の治水を検討し、内水被害を減らすため、治水対策を行います。 

指　標 

自主防災組織数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

6組織 14組織 44組織 64組織 

■主要所管課　総務課／建設課
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■主要所管課　総務課

住民一人ひとりが防犯意識を持つとともに、地域の連携により、防犯体制の強化を図るなど、

犯罪の少ないまちをめざします。

●近年の都市化の進展や共働きなどライフスタイルの変化により、地域社会の連帯意識が薄れ、

身近な生活の場での犯罪が依然として発生しています。

●平成23年4月現在、38自主防犯組織が結成され活動しています。

●防犯意識の高揚を図るため、広報紙や生活安全ニュースによる啓発を行うとともに、警察な

ど関係機関との連携を強化しています。

●地域安全の一つとして、自治会の防犯灯の設置補助を行っています。また、青色回転灯によ

る定期的な防犯パトロールを実施しています。

●広報紙や生活安全ニュースによる啓発だけでなく、住民自ら防犯意識を高めるための施策を

推進する必要があります。

●田原本警察署管内の不審者情報の提供件数は、平成22年度において30件余りとなっており、

依然として子どもを犯罪被害から守る施策が必要となっています。

施策の方針 

施策３．地域防犯体制の充実

現状・課題 

取り組み 

3－「4」－（3）－① 

自主防犯組織の育成と支援 

内　容 

警察など関係機関と連携し、自主防犯組織の結成・育成を支援するなど、地域ぐるみによる防
犯活動を推進します。 

3－「4」－（3）－② 

防犯活動の啓発・支援 

町内の防犯パトロールを実施するとともに、防犯活動の紹介や、犯罪情報を周知するなど、広
報紙や生活安全ニュースによる啓発を行います。 

3－「4」－（3）－③ 

防犯灯設置の補助 
住民の夜間における地域の安全を確保するため、自治会の防犯灯の設置補助を行います。 

指　標 

犯罪予防（町内パトロール） 

防犯灯設置補助件数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

73回 

157件 

23回 

125件 

32回 

93件 

36回 

100件 
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■主要所管課　総務課／建設課／土木管理課

住民が交通ルールを正しく理解し守るとともに、交通事故が起こりにくい環境づくりがなされ、

事故の少ないまちをめざします。

●モータリゼーションの進展により、自動車・バイクなどの保有台数が増加し、道路交通の過

密化が進み、交通事故多発の要因となっています。

●高齢社会の進展に伴い、高齢者が関係する交通事故の増加が懸念されています。

●警察や地域の各種団体と連携した、参加・実践型の交通安全教育や交通安全活動を実施する

とともに、春、秋の交通安全週間中において重点的に啓発事業を行っています。

●交通事故を減少させるためには、自動車・バイクの運転手のみならず、自転車の運転や歩行

者の交通ルールの遵守が必要となっています。

●公共の場所の良好な環境の確保及び機能の低下の防止を図るために道路等に放置されている

自転車等、歩行者や車両の通行に支障があるところについては撤去しています。

施策の方針 

施策４．交通安全対策の推進

現状・課題 

取り組み 

3－「4」－（4）－① 

交通安全教育の充実 

内　容 

安全運転の励行、交通マナーの向上等交通安全の意識の高揚を図るため、警察など関係機
関と連携し、交通安全教室等を実施するとともに、高齢者や子どもを交通事故から守るため、
交通安全教育を推進します。 

3－「4」－（4）－② 

交通安全運動の推進 
交通安全関係機関と連携し、交通安全運動の各種事業を実施するとともに、広報紙などによ
る啓発を行っていきます。 

3－「4」－（4）－③ 

交通安全施設の整備 
歩行者等の安全を確保するため、ガードレール・カーブミラーなどの交通安全施設の点検・整
備を進め、安全な道路環境の充実を図ります。 

3－「4」－（4）－④ 

違法駐車・路上駐輪の対策 

人と車が安全に通行できる交通環境に向け、関係機関と連携し、違法駐車・駐輪防止の啓
発に努めるとともに、放置自転車対策を進めるほか、安全で安心な歩行空間の確保に向けた
取り組みを推進します。 

3－「4」－（4）－⑤ 

交通秩序の確立 
歩行者や自転車利用者など交通弱者を交通事故から守るため、交通監視や街頭啓発などを
推進します。 

指　標 

交通事故の発生件数 

放置自転車撤去台数 

カーブミラー設置箇所数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

293件 

－ 

－ 

232件 

30台 

1,389箇所 

211件 

123台 

1,435箇所 

185件 

100台 

1,550箇所 
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第４章

　1.環境保全推進システムの構築 

　2.環境学習の推進 環境負荷の低減 

　3.廃棄物の抑制とリサイクルの推進 

環境と共生するための仕組みづくりを展開するなど、地球環境の時代にふさわしいまちをめざ

します。

また、すべての住民が安心して活きいきと暮らすことができるよう、人にやさしいまちづくり

を進めるため、豊かな自然を活用した公園・緑地の整備と居住環境の向上に努め、やすらぎのあ

る空間を創出します。

政策１　環境負荷の低減

地球温暖化やごみの問題などさまざまな環境問題に対して、限りある資源をできるだけ永く、

繰り返し無駄なく使うため、大量生産・大量流通、そして大量消費・大量廃棄という地球環境へ

のさまざまな負荷を見直さなければなりません。そのため、住民一人ひとりが省資源・省エネル

ギー、環境保全やごみの減量化などについて考え、実践し、協力しあうまちづくりをさらに進め

ます。

快適に生活できるまちづくり
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■主要所管課　総務課

後期基本計画

自然環境の保全活動とともに、地球温暖化防止対策を含めた地球規模での環境について、住民、

企業、行政の協働により、省エネルギー対策や自然エネルギーの利活用なども視野に入れた環境

保全活動に取り組みます。

●地球温暖化による影響は、自然環境から人間社会まで幅広く影響を及ぼしており、重要な環

境問題の一つであると考えられています。

●地方自治体は、大規模な事業所・消費者の立場として、温室効果ガスの排出抑制に取り組む

ことが求められています。

●「田原本町地球温暖化対策実行計画」に基づき、全庁的に省資源・廃棄物削減・リサイクル

推進を図るとともに、町の行政施策の遂行において環境への負荷の低減に努める必要があり

ます。

●住民が各家庭で環境にやさしい生活を進めてもらうため、「家庭版ISO」の推進、啓発を行っ

ています。

●地球温暖化などの環境問題を解決していくためには、一人ひとりが日常生活において環境に

配慮した行動に積極的に取り組む必要があります。

施策の方針 

施策１．環境保全推進システムの構築

現状・課題 

取り組み 

4－「1」－（1）－① 

環境保全システムの構築 

内　容 

住民、事業者、町が一体となって環境保全活動に取り組めるよう啓発を行います。 

4－「1」－（1）－② 

参加・協働による環境づくりの
推進 

住民一人ひとりが環境にやさしい生活に取り組んでもらえるよう「家庭版ISO」の推進等を行
います。 

4－「1」－（1）－③ 

環境保全の推進 

「田原本町地球温暖化対策実行計画」に基づき、町が積極的に環境への負荷の低減に努
めるとともに、グリーン購入を推進します。また、広報紙などにより、住民・事業者などの環境保
全意識の高揚を図ります。 

指　標 

町施設の二酸化炭素総排出量 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

4,778ｔ 4,605ｔ 4,637ｔ 4,498ｔ 
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82 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　環境管理課／生涯教育課

家庭や学校、地域社会、会社など、さまざまな場における環境学習を推進し、住民意識の高揚

と環境保全を実践できる人づくりを進めます。

●3Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の考えに基づく循環型社会の実現は社会的な課題

であり、推進していく必要があります。

●不燃物（特に可燃性ガス容器）の廃棄方法が不適切なため、事故になった事例があります。

また、ごみ出し時、及びごみ持込の際に可燃物・不燃物の区別が徹底されていない現状です。

●広報紙、ごみ収集日程表（ごみカレンダー）等で環境・ごみ問題について啓発を行ってい

ます。

●町内小学4年生を対象にした清掃工場見学会を定期的に実施しています。

●環境・ごみ問題について、さらに効果的な方法を模索しつつ、より幅広い年齢層に啓発を実

施していく必要があります。

施策の方針 

施策２．環境学習の推進

現状・課題 

取り組み 

4－「1」－（2）－① 

小学４年生を対象とした工場
見学の受け入れ 

内　容 

小学４年生を対象とした清掃工場の見学を積極的に受け入れ、環境・ごみ問題について、意
識向上を図ります。 

4－「1」－（2）－② 

多様な環境学習機会の創出 
子どもから高齢者まで、幅広い住民がさまざまな体験などを通じて環境について楽しみながら
認識を深められるよう、公民館講座への参加を促進します。 

4－「1」－（2）－③ 

緑化活動の推進及び促進 

学校教育を通じた緑化活動や環境学習の推進により、住民自ら緑化活動に取り組めるよう、
支援を行います。 

指　標 

清掃工場見学人数 

環境に関する公民館講座参加者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

308人 

－ 

265人 

－ 

306人 

50人 

295人 

100人 
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後期基本計画
■主要所管課　環境管理課／清掃工場推進室／土木管理課

住民及び事業者への啓発を通じ、さらなるごみの減量化を促進します。また、ごみの分別を徹

底し、資源のリサイクルを推進します。

●本町の清掃工場は、稼働より26年が経過し老朽化が進んでおり、また、地元との協定により

平成27年9月末までの稼働となっています。

●廃棄物処理を円滑に行うため、故障・事故の事前防止を図り適正な運転・維持管理に努める

とともに、ごみの収集を効率よく行うためには適正な運用管理を実施するとともに、国の基

準に沿った資源循環型社会の構築に向けて、早急に新たな場所における新施設建設を行うこ

とが急務となっています。

●平成9年度より新聞・雑誌・ダンボール・古着分別収集、平成11年度よりカン・びん・ペット

ボトル分別収集、平成18年度より可燃ごみ収集有料化（指定袋）、平成20年度より紙パック分

別収集を行っています。今後、さらなる分別収集の品目拡大を図る必要があります。

施策の方針 

施策３．廃棄物の抑制とリサイクルの推進

現状・課題 

取り組み 

4－「1」－（3）－① 

施設の適正な維持・管理 

内　容 

施設設備及び処理体制に支障がないよう点検整備等を強化します。 

4－「1」－（3）－② 

新施設建設の推進 
ごみ処理施設を建設するため、一部事務組合を設立し、広域建設を行います。 

4－「1」－（3）－③ 

不法投棄等の防止 

町内及び河川等において不法投棄禁止の看板を設置し、パトロール監視を強化し、警察及
び関係機関との連携を図ります。 

4－「1」－（3）－④ 

再資源化の推進 

地域住民及び各種団体、企業による資源ごみの回収や不用品の再利用を促進するなど、再
資源化事業を推進します。 

4－「1」－（3）－⑤ 

分別の周知・徹底 
広報紙・ごみカレンダー・ホームページなどで情報提供、啓発を行います。 

指　標 

ごみの総量 

資源ごみの総量 

リサイクル率 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

16,150ｔ 

3,172ｔ 

19.6%

13,683ｔ 

2,753ｔ 

20.1%

12,401ｔ 

2,408ｔ 

19.4%

8,800ｔ 

2,200ｔ 

25.0%
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84 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

　１．生活環境の保全 

　２．公園・緑地の整備 

快適な生活環境 

 

政策２　快適な生活環境

田原本町の美しい自然や豊かな歴史・文化に抱かれながら、住民が快適に生活できるよう、廃

棄物問題や騒音、生活排水などの公害に対して、積極的な取り組みを推進するとともに、豊かな

自然を活用した公園・緑地の整備に努めます。

＜唐古・鍵遺跡史跡公園完成予想図＞
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後期基本計画
■主要所管課　総務課／環境管理課

環境公害、汚染等を防ぐとともに、住民・事業者・行政がそれぞれで取り組みを進め、生活環

境の質を高めます。

●廃棄物問題や生活排水などによる河川の汚濁等、生活型公害が生じています。

●町内を定期的に巡回し、大気汚染・水質汚濁・土壌汚染などの未然防止に努めるとともに、

騒音・振動・悪臭などの生活型公害を未然に防ぐため、事業者等に対して積極的な啓発を行

っています。

●浄化センターは、各所に老朽化・経年劣化などが見られますが、処理体制を維持する必要が

あります。

●し尿処理を円滑に行うため、適正な点検・整備などを実施しています。

●住民、事業者、町がそれぞれの立場において環境汚染の防止に努める必要があります。

施策の方針 

施策１．生活環境の保全

現状・課題 

取り組み 

4－「2」－（1）－① 

公害の予防と監視・指導の
強化 

内　容 

町内を巡回し、大気汚染・水質汚濁などの未然防止を推進するとともに、県と連携し、指導な
どを行います。 

4－「2」－（1）－② 

騒音・振動・悪臭などの公害
への対策強化 

近隣騒音や悪臭などの住民相互の生活型公害について、事業者等に対して積極的な改善
指導を行います。 

4－「2」－（1）－③ 

し尿処理施設の適切な 
維持・管理 

施設の点検を行い必要に応じて修理・交換を行うなど、施設の適切な維持管理を行います。 

4－「2」－（1）－④ 

適正な浄化槽の管理の周知 
日常管理方法及び管理義務について、啓発を進めます。 

4－「2」－（1）－⑤ 

廃食用油回収の推進 

使用済みの食用油を回収することで、ゴミを削減し、自然環境保全を図ります。回収した食用
油は、石けんやバイオディーゼル燃料にリサイクルし、バイオディーゼル燃料はゴミ収集車の燃
料として利用します。 

指　標 

公害の予防と監視 

廃食用油回収量 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

73回 

 2,265　 

23回 

 2,615　 

32回 

  4,020　 

36回 

 4,500　 
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86 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　建設課／土木管理課／総合政策課／文化財保存課

子どもから高齢者まで、誰もが憩い、やすらぎ、遊べる空間として身近な公園を整備し、安

心・安全に利用できるよう維持管理に努めます。また、唐古・鍵遺跡史跡公園については、本町

の特性を十分にふまえた魅力ある史跡公園として、住民の憩いの場として活用できるよう、計画

的に整備を進めます。

●公園の整備については一定の整備が済んでいます。少子化・高齢化が進むなかで、公園利用

者のニーズは多種・多様化しており、遊具等の更新を図る必要があります。

●都市公園は町全体で、現在80箇所となっており、維持管理に対する費用の増大が課題となっ

ています。

●施設の老朽化に伴う維持管理については「公園施設長寿命化計画」に基づき、年次計画を立

てて、補修・改築等の整備を進める必要があります。

●平成23年度に「唐古・鍵遺跡整備事業実施設計」を策定し、平成29年度の完成をめざしてい

ます。

●復元整備ゾーンの復元手法が今後の検討課題であり、今後さらに検討を重ねていく必要があ

ります。また、唐古・鍵考古学ミュージアムとの具体的な連携を図る必要があります。

施策の方針 

施策２．公園・緑地の整備

現状・課題 

取り組み 

4－「2」－（2）－① 

個性ある公園の整備 

内　容 

新設公園計画は、住民の多種・多様なニーズを把握し検討を行います。また、スポーツやレク
リエーション施設、子どもの身近な遊び場を備えた公園整備を行います。 

4－「2」－（2）－② 

公園の管理運営 

住民との協働による公園の管理運営をめざし、地元自治会と連携して、公園の管理・施設の
管理に努めます。 

4－「2」－（2）－③ 

公園施設の維持管理 
子どもをはじめ、住民の身近な憩いの場として安全に利用できるよう、「公園施設長寿命化計
画」に基づき、遊具等の整備を計画的に進めます。 

4－「2」－（2）－④ 

唐古・鍵遺跡史跡公園の整備 

「唐古・鍵遺跡整備事業実施設計」に基づき、計画的に整備を進めます。史跡公園として、
弥生時代の風景を復元するとともに、その時代の生活を体感できる施設をめざします。 

指　標 

唐古・鍵遺跡史跡公園整備進捗状況 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

主要な取り組み 

取り組み指標 

－ － 
H21～H26 
一次造成工事 

H26～H29整備工事 
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88 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

第５章

　1.担い手の育成・支援 

　2.安心・安全・信頼の確保 農　業 

　3.経営を支える生産基盤の整備 

地域特性を活かした農業の振興や高度技術の導入、高速交通網の整備による物流環境の充実に

対応した工業基盤の整備を図るなど、多様な面からの産業支援に努めます。

また、地域の自然資源や歴史・文化資源を活かした商業基盤の整備と観光資源の開発を進め、

活力とにぎわいのある豊かなまちをめざします。さらに、企業誘致に対する本町のＰＲ活動にも

今後取り組みます。

政策１　農　業

高度な技術と優れた経営感覚を有する担い手の確保と地域営農組織の育成・強化を図り、農業

経営の活性化に努めるとともに、優良農地の確保・集積による土地の保全と有効利用を図り、経

営を支える生産基盤の整備を推進します。

また、作業受委託体制の整備、環境にやさしい農業の促進、農産物のブランド化、加工・販売

体制の整備などにより、都市近郊型農業の振興を図ります。

さらに、住民とふれあう農業を推進し、市民農園の促進など、都市住民のニーズに対応した多

彩な地域農業の展開に努め、魅力ある農業の振興を図ります。

活力湧き出る産業振興のまちづくり

 

■ 農業の現況 

1,479戸 

1,292戸 

1,218戸 

1,121戸 

110戸 

100戸 

122戸 

81戸 

7.4% 

7.7% 

10.0% 

7.2%

131戸 

115戸 

99戸 

64戸 

8.9% 

8.9% 

8.1% 

5.7%

822戸 

716戸 

593戸 

577戸 

55.6% 

55.4% 

48.7% 

51.5%

416戸 

361戸 

404戸 

399戸 

28.1% 

27.9% 

33.2% 

35.6%

平成  7年 

平成12年 

平成17年 

平成22年 

 

総農家数 

農家数 構成比 農家数 構成比 農家数 構成比 農家数 構成比 

専業農家 第1種兼業農家 第2種兼業農家 
自給的農家 

販売農家 

資料：農林業センサス 
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■主要所管課　産業観光課

後期基本計画

農業経営者の育成と確保を進めるには、担い手を認定農業者へと誘導し、法人化を支援します。

また、集落営農組織の設立や新規農業者の確保を進めるとともに、安定した農業経営のため、農

産物の高付加価値化、ブランド化を進め、販路拡大を図ります。

●本町の農業は、日本の農業がおかれている事情と同様に農畜産物価格の低迷、農業就業人口

の減少･担い手不足、高齢化の進行、耕作放棄地の増大など多くの課題に直面し、大変厳しい

状況におかれています。

●農家数については、平成17年度（1,218戸）から平成22年度（1,121戸）の5年間で、97戸減少し

ています。（農林業センサス農家数）

●農業者の高齢化、担い手不足は今後も進行すると考えられるため、生産性と効率性の高い農

業経営のため、農地の集積化を推進する必要があります。また、認定農業者の育成と支援、

新たな集落営農組織の設立や新規就農者の育成を今まで以上に図る必要があります。

施策の方針 

施策１．担い手の育成・支援

現状・課題 

取り組み 

5－「1」－（1）－① 

担い手の育成 

内　容 

農業後継者の育成、田植えや稲刈り等の作業を受託する農業受託組織等の多様な担い手
の育成・支援を図ります。 

5－「1」－（1）－② 

担い手に対する大規模化へ
の支援 

地域における担い手の認定農業者等に対し、共同機械購入支援などを行い、大規模化への
支援を図ります。 

5－「1」－（1）－③ 

法人化加速への支援 
県農業会議等の関係機関と連携を図り、集落営農組合・認定農業者等が特定農業法人・
農業生産法人へと効率的かつ安定的な農業経営体に早期発展するよう支援します。 

5－「1」－（1）－④ 

効率的な経営の推進 

収益性の高い作物を担い手農家や集落営農組織などの経営体に導入し生産性と効率性の
高い農業経営をめざします。また優良農地の保全、集団化・連担化した農地の集積を進め安
定かつ効率的な農業経営の推進を図ります。 

5－「1」－（1）－⑤ 

新規就農者への支援 
県や農業委員会、農業協同組合と連携を図り就農への情報を発信するほか、新規就農者に
は青年就農給付金等での支援を行います。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

認定農業法人数 

認定農業者数 

新規就農者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

1法人 

  47人 

1人 

3法人 

52人 

3人 



90 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　産業観光課

安心・安全でおいしい農産物の生産を基本として農協や関係機関等と連携しながら、ブランド

イメージの確立や各イベントを活用した地産地消等、販路開拓に向けた取り組みを推進します。

●農産物に対する消費傾向は変化し、健康意識の高揚と相まって低農薬や無農薬など健康に配

慮された作物の嗜好が高まり、農産物に対する安心・安全な高品質の物が求められています。

●毎月開催している「ふれあい朝市」や直売所などを通じて、本町の安心・安全で高品質な農

畜産物を広く住民に周知することにより、農業振興を図っています。

●直売所での販売者は兼業の農業者が多い状況にあり、専業の農業者の販路拡大のための農業

見学やホームページを利用する等の効果的なＰＲを行い、消費者、市場、流通業者等と連携

し、新しい流通戦略の構築、直接販売等新たな販路を開拓する必要があります。

●住民一人ひとりが「食」について改めて意識を高めるため、家庭、学校、地域等を中心に食

育の推進に取り組んでいくことが必要となっています。

施策の方針 

施策２．安心・安全・信頼の確保

現状・課題 

取り組み 

5－「1」－（2）－① 

農産物の生産振興 

内　容 

安心･安全に配慮した品種、技術の導入や本町の農作物全体の市場性の強化につながる
ブランド化や高付加価値化の確立を積極的に推進します。 

5－「1」－（2）－② 

地産地消の推進 

本町の推進作物について、産地直結の販売を実施するほか、販路拡大のため農業見学や宣
伝能力を強化し、消費拡大に努めます。また、学校給食においても本町で収穫された農作物
を提供するなど、地産地消事業を推進します。 

5－「1」－（2）－③ 

環境保全型農業の導入・
普及 

生産性との調和などに留意しつつ、化学肥料や農薬の使用を低減し環境負荷の軽減が図ら
れるよう環境保全型農業を推進します。 

5－「1」－（2）－④ 

都市住民との交流 
農業者による市民農園･観光農園の開園を働きかけることや、「農業祭」などを通じ都市住民
との交流を推進し、農村の活性化を支援します。 

5－「1」－（2）－⑤ 

生産者と消費者の交流促進や環
境と調和のとれた農業の活性化 

消費者と生産者の交流促進を進め、信頼関係を構築するとともに、食品の安全性の確保、食
糧資源の有効利用の促進を図ります。 

5－「1」－（2）－⑥ 

食文化の発展のための活動支援 

今後も「農業祭」や「ふれあい朝市」など、地域の農産物を使用した特色ある活動を支援し
ます。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

農産物販売農家数（500万円以上） 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ － 43戸 45戸 
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後期基本計画
■主要所管課　建設課／産業観光課

農地の保全をはじめ、老朽化している農道や用排水路、水利施設など農業設備の機能維持・機

能回復を支援するなど、農村環境の整備を行います。

●農業者の高齢化、担い手不足等で、農地の維持管理が困難になり、耕作放棄地が増加してい

ます。

●農地の維持管理を目的とした施策として排水不良農地の解消及び用水確保をするために用排

水路改修を行い、管理の軽減を図る必要があります。

●農業用水を河川から取水する井堰は、古いものでは整備後40年近くなり老朽化が進んでいる

状態です。

●平成24年度から八尾井堰の改修を行うほか、一級河川等の井堰について、診断調査を実施し、

計画的に長寿命化を前提とした改修事業を行うとともに、井堰の統廃合についても、検討す

る必要があります。

施策の方針 

施策３．経営を支える生産基盤の整備

現状・課題 

取り組み 

5－「1」－（3）－① 

農業用水路等の整備 

内　容 

排水不良農地の解消ならびに農地用水の安定供給のため、用排水路や井堰等の長寿命化
を図ります。 

5－「1」－（3）－② 

農業用道路の整備 
農機具などが大型化されるなか、現状の道幅が狭いところも見受けられ、受益地等を考慮し、
関係地域と協議しながら、計画的に農道整備を実施します。 

5－「1」－（3）－③ 

農村環境の整備 

農地・農業の持つ文化的、経済的重要性を再認識するとともに、水環境整備事業を推進し、
集落周辺の溜池、用水路等の親水空間などの整備・管理を行うなど、農村環境の改善を進め、
自然環境の保全を図ります。 

5－「1」－（3）－④ 

農地・水・環境保全向上対策
の推進 

農地・農業用水などの資源や環境を良好な状態で保全管理し、農業者だけでなく地域ぐるみ
で行う共同活動を支援します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

井堰の長寿命化計画作成（累計） 

井堰の改修箇所数（累計） 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

88箇所 

5箇所 



92 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

　１．中心市街地及び市街地の活性化 

　２．商業・サービス業活動の推進 

商　業 

 

政策２　商　業

商業は、地域ににぎわい・活力をもたらすものであり、特に、商店街は地域における顔として

地域の活性化や消費生活の充実を図っていくうえで重要な役割を担っています。

そのため、中心市街地の活性化、空き店舗を活用した創業活動や個性ある店舗の誘導により、

魅力あふれる商店街づくりとにぎわいの創出に努めます。
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後期基本計画
■主要所管課　産業観光課／まちづくり推進室

中心市街地の活性化については、田原本駅と西田原本駅を中心に、まちのイメージと伝統を活

かしつつ、周辺整備を進めます。また、市街地については、消費者のニーズに対応した特色ある

商業地の形成を推進するとともに、国道沿線等について活性化に努めます。

●近年、商業者の高齢化や後継者不足により中心市街地の空洞化、商店街の活力の低下などが

大きな課題となっています。

●駅前商店街における空洞化現象が進むなか、地域活性化対策の一環として、空き店舗を活用

した観光ステーション「磯城の里」を開設し、観光客の誘致や町のＰＲを行っています。平

成22年3月駅前広場の完成に伴い、今後中心市街地のあり方等も検討していく必要があります。

また、国道24号沿道の商業施設の減少傾向でにぎわいが少なくなっています。

●今後、住民生活の利便性向上を図り、まちの活力を維持・向上させるためには、本町の歴史

と文化を活かした個性的で魅力的な商業地区の整備は重要であり、中心市街地の商業機能回

復に向け、商工会はもちろん、関係団体やまちに住み働く人々との連携を図っていく必要が

あります。

施策の方針 

施策１．中心市街地及び市街地の活性化

現状・課題 

取り組み 

5－「2」－（1）－① 

空き店舗対策の推進 

内　容 

商店街を中心市街地として再活性化させるため、「磯城の里」に次ぐ空き店舗を活用した商
店活動や個性ある店舗の誘導により、魅力あふれる商店街づくりとにぎわいの創出に努めます。 

5－「2」－（1）－② 

商店の個性化の推進 

本町の歴史的な町並みを活かし、個性的な商店街を形成するため、商工会などと協力して景
観及び生活環境の整備に取り組みます。 

5－「2」－（1）－③ 

消費者ニーズへの対応 
ライフスタイルの変化、交通体系の変化に対応した、新たな販売方法や、情報化への取り組
みなど商工会などと協力し、活性化に向けた自主的な活動を支援します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

商店数 

空き店舗数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ 

－ 

376店 

11店 

－ 

11店 

400店 

9店 

※商店数は平成19年商業統計 



94 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　産業観光課

中小企業について、個々の事業者の経営の強化を図るとともに、近年のインターネット人口の

増加に対応し、観光・福祉等サービス分野との連携による特色ある商業活動を支援するなど、消

費者の多様なニーズに対応する商業地づくりをめざした事業活動を促進します。

●町民の商店街に対する関心を高めるため、商工会や各種団体と連携を図り、「たわらもと十六

市」等のイベントを開催しています。継続してまちの魅力をＰＲするイベントや情報発信を

行う必要があります。

●商工会と観光協会が連携してインターネットにより、本町の魅力をＰＲしていますが、体験

型の観光資源を紹介するなど、町内企業にとっても有意義な情報を発信する必要があります。

施策の方針 

施策２．商業・サービス業活動の推進

現状・課題 

取り組み 

5－「2」－（2）－① 

企業との連携 

内　容 

企業と商工会等が連携を図り、何度も訪れてもらえるような新たな工夫を凝らした各種イベン
トを実施するなど、積極的な企業の育成を推進します。 

5－「2」－（2）－② 

情報の発信 

インターネットを活用し、商店街の店舗や「磯城の里」の情報を全国に配信し、本町の魅力を
ＰＲします。 

5－「2」－（2）－③ 

経営の安定化及び近代化の 
推進 

町内中小企業に対する融資制度を定め、町内金融機関を通じて中小企業融資を行います。
また、今後も引き続き、中小企業融資制度を維持しながら金融の円滑化を促進し、中小企業
の経営の安定化、設備投資に関する支援の充実を図ります。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

たわらもと十六市来場者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

10,000人 10,000人 11,000人 12,000人 
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後期基本計画

　１．既存企業の活性化 

　２．企業誘致活動の推進 

企業活動の 
活性化 

 

政策３　企業活動の活性化

産業は、町民に就労の場を提供するとともに、地域に活力をもたらすものであることから、ま

ちづくりにおいて重要であるといえます。

さらに、既存企業が安全かつ発展的な経営を図ることができるように、既存工業の活性化、経

営の安定化等の取り組みを推進し、また、企業誘致活動を積極的に取り組み、活力あるまちをめ

ざします。



96 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　産業観光課

既存企業が持続的に発展していけるよう、技術力の向上や連携の強化を行うなど、経営基盤の

強化を図ります。

●既存の企業に対しては、中小企業者に対する融資制度を通じて、経営基盤を安定させるとと

もに、設備・店舗の改装や新規参入企業への資金面での支援も検討する必要があります。

●従来からの衣服、繊維を中心とした地場産業に加えプラスチック、金属製品、食料品加工等

の事業所が地場産業として工業の中心を担っていますが、既存事業所の撤退で厳しい状態と

なっています。

●既存企業の経営基盤の強化を図るため、技術改革や経営問題について、情報交流等を行う必

要があります。

●田原本町企業立地促進条例による企業立地優遇制度が整っていることから、今後、県、関係

機関等との連携を図り、企業立地促進法に基づく取り組みを強化していくこと、また、工業

振興の中心的な役割を担う商工会との連携を図り、既存工業の活性化を図っていくことが重

要です。

施策の方針 

施策１．既存企業の活性化

現状・課題 

取り組み 

5－「3」－（1）－① 

経営の安定化及び近代化の 
推進 

内　容 

町内中小企業に対する融資制度を定め、町内金融機関を通じて中小企業融資を行います。
また、今後も引き続き、中小企業融資制度を維持しながら金融の円滑化を促進し、中小企業
の経営の安定化、設備投資に関する支援の充実を図ります。 

5－「3」－（1）－② 

異業種交流の推進 
既存の企業の経営基盤強化・技術の高度化、商品開発力向上などを促進するため、企業間
における情報交換の機会拡充を図ります。 

5－「3」－（1）－③ 

中小企業の育成 
経営・経済に関する諸問題についての講習会や研修会などを通じて人材を育成し、商工会と
の連携を強化し、中小企業の経営基盤の強化を図ります。 

5－「3」－（1）－④ 

情報交流の推進 
既存企業、新規立地企業及び町との交流会を実施し、行政施策をはじめ、雇用などに関する
地域の情報提供を推進します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

工業事業所数 

工業従業者数 

工業製造品出荷額 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

102箇所 

2,231人 

545億円 

99箇所 

2,090人 

499億円 

84箇所 

1,890人 

483億円 

90箇所 

2,000人 

500億円 
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後期基本計画
■主要所管課　まちづくり推進室

地域の活性化や若者など住民の雇用の場を確保するため、企業の誘致を進めるとともに、誘致

した企業と地元の企業との交流や連携を進めるなど、地域経済の振興を図ります。

●平成23年5月に「田原本ＩＣ周辺地区」を準工業地域として市街化区域編入を行い、田原本町

企業立地促進条例を制定し、計画的に企業誘致活動を進めています。

●企業誘致については、道路等のハード面の整備をはじめ、企業や労働者にとって魅力的な環

境の整備を総合的に進めていく必要があります。

●京奈和自動車道の開通による優位性を活かした優良企業の誘致に努め、企業ニーズに対応し

た取り組みを展開する必要があります。

施策の方針 

施策２．企業誘致活動の推進

現状・課題 

取り組み 

5－「3」－（2）－① 

積極的な企業訪問の実施 

内　容 

県や関係機関との連携を図り、積極的に企業訪問を実施し、企業誘致の推進を図ります。 

5－「3」－（2）－② 

ホームページ等によるPRの
推進 

本町の企業誘致をホームページで紹介し、また、企業誘致に関するイベント等にも参加するな
ど、積極的に情報を発信し、企業誘致のＰＲを推進します。 

5－「3」－（2）－③ 

効果的な企業誘致の実施 
町内企業に対応した企業誘致を図るとともに、既に立地している企業が町内で事業を拡大す
る「内発的展開」や取引相手が町内へ進出するなど、２次的な効果に向けた対応を進めます。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

田原本町企業立地促進条例に基づく奨励金の
交付企業数（累計） 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ － － 10件 
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　１．観光交流資源の魅力向上 

　２．自然資源や歴史・文化資源の保全と活用 

観　光 

 

政策４　観　光

多様な観光ニーズに対応するため、本町の恵まれた自然資源や歴史・文化資源の活用を図ると

ともに、広域連携による観光資源の活用や情報発信機能の充実、受け入れ体制の整備を進めます。

また、高速交通網の整備による観光客の増加を見込み、地域産業を活用した特産品の開発やイ

ベントの開催、多様な媒体を活用した観光情報の集積と発信などに努め、地域のイメージアップ

と集客力の向上を図ります。
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■主要所管課　産業観光課

後期基本計画

本町の持つ歴史・文化的な観光資源の魅力を知ってもらい、本町を訪れてもらうため、各種観

光イベントの実施やＰＲ・誘客事業の推進を図っていきます。

さらに県や近隣市町村と連携し、広域的な誘客活動の展開に取り組み、本町の魅力を伝え、集

客力の向上を図ります。

●本町は、弥生時代を代表する唐古・鍵遺跡や古事記ゆかりの多神社をはじめ、有形・無形文

化財が多数あり、特に伝統行事の祭祀には町内外からの参加者も多く、学術研究やコミュニ

ケーションの場として重要な役割を果たしています。

●観光ステーション「磯城の里」は商工会・観光協会が連携し、商工業・観光のＰＲを行って

います。

●年間を通じて販売できる商品や各団体で土産品の開発などを検討していますが、今後は関係

団体による連携体制を構築する必要があります。

●県のプロジェクトとの連携で観光客は増加しつつあるものの、イベントの日だけでなく、そ

の後も本町を訪れてもらえるリピーターづくりにつながる施策を進めていく必要があります。

●平成22年に開催された「平城遷都1300年祭記念事業」など、奈良県と連携を図り、広域レン

タサイクル事業や自動車での来県者を誘致する「奈良浪漫回廊」の実施などを通じて本町に

来県者を導く取り組みを行いました。

●「平城遷都1300年祭記念事業」で増加した来県者を再度奈良県に誘致し、さらに本町へと導

くため、平成24年度から実施される「記紀・万葉プロジェクト」と連携して、本町の観光資

源である「太安万侶ゆかりの多神社」等を全国にＰＲしていく必要があります。

施策の方針 

施策１．観光交流資源の魅力向上

現状・課題 
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■主要所管課　産業観光課

取り組み 

5－「4」－（1）－① 

観光ステーションの活動支援 

内　容 

商工会・観光協会が連携し、商工業の振興と観光資源の開発の取り組みに協力し、まちの活
性化の促進と集客力の向上を図ります。 

5－「4」－（1）－② 

特産品の開発支援 
観光客の土産品が少ない現状であるため、地域の産物、産業を活用した特産品の開発に取
り組む商工会などの団体に対し支援を行います。 

5－「4」－（1）－③ 

イベントの開催 
関係団体との連携により、各種イベントに積極的に取り組むとともに、町内外との交流を進め
集客力の向上を図ります。 

5－「4」－（1）－④ 

観光情報の収集発信 
ホームページや観光パンフレットなどを通じて、唐古・鍵遺跡など貴重な観光資源を全国に向
けて情報発信することにより、本町の特色や魅力を紹介します。 

5－「4」－（1）－⑤ 

記紀・万葉事業 

奈良県の「記紀・万葉プロジェクト」の展開（2012年～2020年）と連携しながら、古事記・日
本書紀・万葉集などにゆかりの地や人物、出来事など町の豊かな歴史・文化遺産を掘り起こ
すとともに、古事記を編纂した太安万侶の偉業と歴史的役割を、そのふるさと田原本から全国
に情報発信します。 

5－「4」－（1）－⑥ 

県・近隣市町村、関係機関等
との連携 

県や近隣市町村、観光協会などの関係機関と連携して、県内のイベント等に参加します。平
成24年度から9年間にわたって実施される、奈良県の「記紀・万葉プロジェクト」と連携し、シン
ポジウムやウォークイベントの開催など、本町でも記紀ゆかりの観光資源を全国に向けてＰＲし
ます。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

観光ステーション「磯城の里」来館者数 

レンタサイクル利用者数 

シンポジウムやウォークイベントの開催数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

3,024人 

40人 

1回 

2,935人 

91人 

－ 

3,341人 

263人 

1回 

4,500人 

480人 

3回 
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■主要所管課　産業観光課

後期基本計画

観光協会をはじめ農協や商工会など地域の関係機関、団体、民間企業と連携し、本町の自然や

歴史・文化資源を活かした体験型の観光プログラムやルートの開発を進めるなど、地域資源の保

全と活用に取り組みます。

●観光の振興は、多くの人々の来訪によってまちににぎわいと活気をもたらすだけでなく、本

町の知名度も向上し、住民のまちに対する愛着や誇りの醸成、さらには地域産業の振興にも

優れた効果が期待できる役割を果たしています。

●観光協会では「ふるさとかるた」を制作し、学校や地域のグループなどに貸出しを行ったり、

町広報で本町の観光資源を紹介しています。

●観光ボランティアをさらに育成・強化し、集客力の向上を図るため、ガイド養成講座を実施

しています。

●地元の身近な歴史や伝統行事について知らない地域住民も多く、町外に向けてだけでなく、

町内の住民に向けてPRする機会を増やす必要があります。

施策の方針 

施策２．自然資源や歴史・文化資源の保全と活用

現状・課題 

取り組み 

5－「4」－（2）－① 

観光資源の保全 

内　容 

町内の自然、歴史・文化は貴重な観光資源であることから、地域住民に対しても保全意識の
高揚を図ります。 

5－「4」－（2）－② 

観光ボランティアの育成 
町内には、自然、歴史・文化の観光資源が多数潜在しています。これらを掘り起こすとともに、
わかりやすく説明できる観光ボランティアをさらに育成・強化し、集客力の向上を図ります。 

5－「4」－（2）－③ 

ガイド養成講座の実施 
ガイド養成講座は人員の補充とともに現役ガイドの研修もかねて、定期的に実施します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

観光ボランティアガイド利用件数 

観光ボランティアガイド案内人数 

観光ボランティアガイド登録人数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

10件 

397人 

15人 

14件 

382人 

24人 

21件 

509人 

23人 

30件 

750人 

35人 
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第６章

住民の主体的な活動がこれからのまちづくりの重要な役割を果たすことから、住民による社会

的活動やまちづくりへの意識が喚起され、まちへの愛着と自治意識の高揚につながる施策の展開

を図ります。

また、新たな転換期を迎えたこれからのまちづくりにとって、住民によるまちづくり活動と行

政の効率的で計画的な行財政運営の双方が協働し、まちの将来像が実現できる施策を実施します。

政策１　住民参加

まちづくりは、住民と行政のパートナーシップが基本となります。住民の声や願いを大切にし、

住民の創意と工夫による魅力的なまちづくりを推進していくため、町政への住民参加機会の拡大、

広聴・広報活動の充実に努めます。

地域が主体性を持ち、その能力を十分発揮できるよう住民活動への支援に取り組みます。

効率的な計画推進をめざしたまちづくり

　１．地域交流・協働の推進 

　２．行政情報提供の充実 

住民参加 

 



103

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

資
料
編

第
２
章

第
１
章

後期基本計画
■主要所管課　総務課／生涯教育課

これからのまちづくりについては、住民と行政がそれぞれの責任や役割を理解し、対等な立場

で協力しながら取り組んでいくことが必要です。そのため、コミュニティの趣旨や内容及び必要

性を周知・啓発するとともに、町全体で協働によるまちづくりの気運を高めていきます。

●現在、自治会加入率は9割以上（94.0％）と高い水準でありますが、新規転入者などの自治会

未加入者は増加傾向にあり、地域住民の交流機会の減少や連帯感の希薄化が進んでいます。

●近年の住宅開発により、新興住宅だけで形成される自治会、昔からの居住者と新住民が混在

した自治会も増えています。

●自主的な地域活動が活発に行われるよう、自治会に対する自治振興補助金や地域での情報の

共有化を図るための有線放送設備に対する補助金等、多種多様な補助を行っています。

●都市化や核家族化、価値観の多様化等により、地域における住民の共同意識や連帯感が薄れ

つつあるなかで、今後、それぞれの役割分担と協働のあり方を明確にし、自治会をはじめと

したコミュニティ機能の向上を図るなど、あらたな仕組みを構築する必要があります。

施策の方針 

施策１．地域交流・協働の推進

現状・課題 

取り組み 

6－「1」－（1）－① 

地域公民館の整備支援 

内　容 

各地域の公民館の促進と地域住民の福祉の増進・交流の活発化を図るため、地域公民館
整備の支援を行います。 

6－「1」－（1）－② 

ボランティア組織の育成 
情報発信や体験・参加希望者への紹介など、ボランティア活動への参加意識の啓発に努め
ます。 

6－「1」－（1）－③ 

コミュニティ組織・ネットワーク
の整備 

小学校区が集まる連合組織において、災害対策、交通安全、防犯意識を向上させることで住
民の連帯意識の熟成を図ります。また、各種組織の特徴を活かしながら、相互の連携を図るな
ど、コミュニティネットワークの整備を図ります。 

6－「1」－（1）－④ 

コミュニティリーダーの育成 
多分野にわたる総合的な活動のために、コミュニティ団体に対しての研修等の情報提供を行
います。 

6－「1」－（1）－⑤ 

参加機会の充実 

先進的な事例や専門家の紹介など、コミュニティ活動に関する情報の収集とコミュニティ組織
に対する情報の発信を充実させることにより、催しの活発化など、コミュニティ活動への参加
意欲を高める身近な交流活動の活性化を図ります。 

6－「1」－（1）－⑥ 

町政への参加促進 
行政と地域住民との協働により、歴史・文化の伝承、防犯・防災等の面において生じる課題
解決をする力を高めるために、相互の意見交換や情報提供を積極的に行います。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

住民アンケートによるまちづくりへの参加意向 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ22年度） 

31.2% 
（H23年度） 

（Ｈ20年度） 

ー 

（Ｈ18年度） 

ー 40.0％ 
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■主要所管課　秘書広報課

協働によるまちづくりを進められるように、住民にとって読みやすくわかりやすい広報紙・

ホームページづくりに取り組むとともに、情報公開等に適切に対応するなど、住民の関心の高い

町政情報の提供に努めます。

●パソコンなどの情報通信機器の多様化やインターネットの普及が進んでおり、パソコンやイ

ンターネットを利用できる人とできない人との情報格差の広がりや、個人情報の保護も問題

となってきています。

●町では、広報紙とホームページで、地域・町政情報や暮らしの情報などを積極的に提供する

とともに、まちづくり意見箱やＷＥＢ意見箱で町政に対する意見の収集活動を行っています。

また、情報コーナーにおいて行政資料を配置しています。

●住民と行政との協働によるまちづくりを進めるため、情報の共有化が不可欠となっています。

住民が知りたいことを把握するためのツールが必要になるとともに、情報の共有化を進める

にあたり、個人情報の保護や情報セキュリティの強化が必要となっています。

●住民が協働で参画したいと思えるような情報の提供を行うことが課題となっています。

施策の方針 

施策２．行政情報提供の充実

現状・課題 

取り組み 

6－「1」－（2）－① 

ホームページの充実 

内　容 

見やすいページを作成するとともに、住民が参加できるWebサービスの充実を図ります。 

6－「1」－（2）－② 

情報の公開 
公平性・透明性の高い行政運営を行うため、積極的に情報公開に努めます。 

6－「1」－（2）－③ 

情報の保護 
個人情報の保護と情報セキュリティの強化を徹底します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

ホームページへのアクセス件数 

情報コーナーの利用者数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ 

373人 

177,556件 

462人 

217,745件 

389人 

290,000件 

430人 



105

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

資
料
編

第
２
章

第
１
章

後期基本計画

　1.組織体制の充実 

　2.財政運営の適正化・効率化の推進 行財政運営 

　3.行政事務の広域的な連携 

政策２　行財政運営

職員の資質の向上や時流に対応した柔軟な体制づくりなど、士気の高い機動的な組織の構築に

取り組み、行政機能の強化を図ります。

また、住民の視点に立った行政評価などの仕組みづくりを進め、明確な目標に基づき、サービ

スの効率と効果をふまえた合理的かつ計画的な行政運営を推進します。さらに、個人情報の保護

に十分配慮しながら、電子自治体などへの取り組みを推進し、業務の一層の効率化を図ります。

一方、厳しい財政状況のなかで、新たな財政需要に対処していくため、自主財源の確保に努め

るとともに、歳出の抜本的な見直しを図りながら、長期的な見通しに基づいた安定的な財政運営

に努めます。

さらに、生活や活動範囲の拡大により多様化・高度化する住民ニーズに効率的かつ効果的に対

応するため、他市町村との連携を強化し、共同で広域的な課題に取り組む体制の充実に努めます。
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■主要所管課　秘書広報課

住民ニーズが多様化・高度化するなかで時代に応じた組織機構や事務事業等の再編・整理・廃

止・統合を推進します。

●定員適正化計画・人材育成基本方針などを中心に職員数の計画的な抑制を図っていますが、

行政サービスに対するニーズの多様化、急激な社会情勢の変化等により業務量は大きく増加

しており、今後より一層の効率化とサービスの充実が求められます。

●平成19年10月、平成23年4月に簡素で効率的な組織運営をめざし機構改革を実施、平成22年3

月には人材育成基本方針を策定、平成23年度には人事評価制度を試行、平成24年度から人事

評価制度を実施します。

施策の方針 

施策１．組織体制の充実

現状・課題 

取り組み 

6－「2」－（1）－① 

柔軟な組織管理 

内　容 

定員適正化を図るため、各課室局単位での適正人員を調査・把握し、効果的・弾力的な人材
の配置を行います。 

6－「2」－（1）－② 

職員の資質の向上 
新規採用職員など、勤務年数の少ない職員に重点的に研修を実施し、また、各段階における
職員研修の拡充を図り、計画的な人材育成を行います。 

6－「2」－（1）－③ 

行政サービスの充実 
行政サービスの充実を図るため、各種団体との協働を推進します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

職員研修実施回数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

1回 1回 2回 6回 
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後期基本計画
■主要所管課　財政課／税務課／総合政策課

社会情勢の変化や地方分権の進展に留意しながら、中期財政見通しを作成し、計画的な財政運

営に努めます。

●歳入は町税が減少している一方で、歳出は公債費がピークを過ぎ減少していますが、依然と

して高い水準にあります。

●住民ニーズの多様化や少子化・高齢化の進展に伴う経費の増加、また、第3次総合計画の実現

のため、今後も経費の増加が見込まれます。

●新たな財政需要に対応していくため、自主財源の確保に努めるとともに、重点施策の設定や

施策の優先順位付け、事業効果の検証などについて、引き続き検討を行う必要があります。

●景気が不透明ななか、中小企業や自営業者の経営状況は厳さを増し、給与所得者においても

所得の減少、失業等により、町税の納税環境は厳しい状況にあります。

●町税滞納者に対して、自主納付を推進する一方、納税相談や財産調査などを強化し、効率的

な滞納整理を実施していきます。また、税負担の公平性の観点からも、徴収体制の強化によ

り、収納率の向上を図っていく必要があります。

施策の方針 

施策２．財政運営の適正化・効率化の推進

現状・課題 

取り組み 

6－「2」－（2）－① 

計画的な財政運営の推進 

内　容 

総合計画に基づき、引き続き事業・施策を実施計画において具体化し、計画的行財政運営を
推進します。また、実施計画と予算、事務事業評価等を連動させ、ＰＤＣＡサイクルの確立をめ
ざすとともに、重点施策の設定や施策の優先順位付け、事業効果の検証などを実施し、財源
の重点配分を行います。 

6－「2」－（2）－② 

行政改革の推進 

歳出については、人件費の抑制や経費の節減合理化、行政評価システムの導入等により事
務事業の再編・統廃合に努めるなど、引き続き、見直しを進めます。また、歳入については、受
益者負担の公平性を基本とし、使用料、手数料の適正化を図ります。また、税について収納
率の向上を図るなど、引き続き、歳入の確保に努めます。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

経常収支比率 

実質公債費比率 

事務事業の評価結果の公表 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

89.8% 

13.4% 

－ 

93.6% 

11.8% 

－ 

87.9% 

11.4% 

－ 

85.6% 

11.2% 

全事務事業 



108 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

■主要所管課　総合政策課／清掃工場推進室

さまざまな政策分野で広域的な連携が図れるよう、事務の効率化と公共サービスの維持・向上

をめざします。

●地方分権の推進や少子化・高齢化の進展、住民の日常生活・活動圏域の拡大、厳しさを増す

財政状況など、市町村を取り巻く環境の変化により、広域的な視点で対応・解決が求められ

る行政課題が増加しています。

●「奈良県・市町村長サミット」に参加し、県・市町村が抱えるさまざまな課題解決に向け、

知事と市町村長がお互いの課題・状況を把握しあい、各作業部会において、具体的な検討を

行っています。

●山辺広域行政事務組合の各部会や運営委員会等に参加し、関係市町村との連携をさらに強化

する必要があります。

●一部事務組合を設置し、広域によるごみ処理施設建設に向け取り組んでいます。

施策の方針 

施策３．行政事務の広域的な連携

現状・課題 

取り組み 

6－「2」－（3）－① 

山辺広域行政事務組合との
連携の強化 

内　容 

関係市町村との積極的な交流を図り、関係の強化に努めます。 

6－「2」－（3）－② 

広域ごみ処理施設の建設 
一部事務組合を設立し、ごみ処理施設の広域建設を行います。 

主要な取り組み 
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政策３　高度情報化社会

高度な情報化は住民生活において、福祉の向上、行政サービスの向上、地域全体の活性化につ

ながります。そのため、情報通信基盤・情報環境の整備を推進し、高度情報化社会に対応する施

策の展開に努めます。

　１．情報通信環境の整備 

　２．情報通信システムの充実 

高度情報化社会 

 

■主要所管課　財政課

すべての住民が、さまざまな媒体を通じて町政やまちづくりに関する情報を得ることができる

よう、情報通信環境の充実を図ります。

●法改正等によるシステム改修等の費用が増加傾向にあることから、近隣市町と連携を図り、

コストの削減や事務の効率化の検討を進めてきました。この結果、7市町による自治体クラウ

ド型の基幹システム共同アウトソーシングを平成24年度から導入することになりました。

施策の方針 

施策１．情報通信環境の整備

現状・課題 

取り組み 

6－「3」－（1）－① 

行政情報システムの整備 

内　容 

今後も近隣市町村と連携を図りながら、より一層のコスト削減や事務の標準化・効率化を進め、
共同化できるシステムを検討し、情報システムの整備を進めていきます。 

6－「3」－（1）－② 

情報通信基盤の整備 
既存の庁内ネットワークの効率化をめざし、情報通信基盤の整備を図ります。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

自治体クラウド化のシステム数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ － － 24業務 
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■主要所管課　財政課

行政手続きの簡素化・効率化をめざし、町が保有する情報が適切に活用されるよう、利便性の

向上を図ります。

●住民への行政サービス及び職員の業務効率の向上を図るため、インターネットで申請や届出

を行う汎用受付システムを導入していますが、このシステムがより広く住民に活用されるよ

うに、利用しやすい環境の提供など運用体制の向上を図る必要があります。

●IT化を進めていく一方で、セキュリティリスクが増大することから、個人情報の保護などコ

ンピュータの安全を確保するための基本方針をまとめたセキュリティポリシーの周知徹底を

図る必要があります。

施策の方針 

施策２．情報通信システムの充実

現状・課題 

取り組み 

6－「3」－（2）－① 

利便性の向上 

内　容 

インターネットでの申請や届出、施設の予約、空き状況の検索等について、電子化を推進
します。 

6－「3」－（2）－② 

情報保護の周知徹底 
セキュリティポリシーの周知徹底を図り、「PDCAサイクル」を定期的に実施します。 

主要な取り組み 

取り組み指標 

指　標 

インターネットでの届出業務数 

 実　績　値  目標値 
（Ｈ28年度末） 

めざす 
方向 （Ｈ18年度） （Ｈ20年度） （Ｈ22年度） 

－ － 1業務 3業務 
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（１）調査目的

112 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

田原本町では第3次総合計画において「自然と歴史・文化が育む新しい生活拠点　たわらも

と」をまちの将来像に掲げ、みなさまの温かいご支援、ご協力のもと各種施策を推進してまい

りました。

この度、10年間のまちづくりの計画である第3次総合計画の中間見直しの時期を迎え、町民

2,500人の方をアンケート対象者として無作為抽出させていただき、広く住民のみなさま方のご

意見、ご提言をうかがい、前期計画の検証を行いながら、今後５年間の田原本町の姿を描く目

的でアンケート調査を実施させていただきました。

調査対象者　：田原本町在住の16歳以上の住民

対象数　　　：2,500人

調査期間　　：平成23年8月29日（月）～ 9月12日（月）

調査方法　　：郵送による発送・回収

（２）調査設計

（３）調査票回収状況

〇回答結果は、各項目の不明を含む有効サンプル数に対する百分比（％）で示し、百分比は小

数点第2位を四捨五入して小数点第1位までを表示しています。そのため、単数回答（複数の選

択肢から1つの選択肢を選ぶ方式）であっても合計値が100.0％にならない場合があります。

〇複数回答（複数の選択肢から2つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢ごと

の有効回答数に対して、それぞれの比率を示しています。そのため、合計が100.0％をこえる場

合があります。

〇図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が

著しく困難なものであります。

〇図表中の「Ｎ」は集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に該当する人）を示して

います。

〇質問文末尾及び図に記されている（SA）は単一回答の設問、（MA）は複数回答の設問を表して

います。

（４）グラフの見かた

配布数 有効回収数 有効回収率 

2,500 991 39.6％ 

１第３次総合計画後期基本計画策定のための住民アンケート概要
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（1）回答者の属性
〔調査票／問1〕

①性別（SA）
回答者の性別については、男性40.4％、

女性56.0％となっています。

〔調査票／問2〕

②年齢（SA）
年齢については、「60～69歳」が23.4％

と最も高くなっています。次いで「50～

59歳」が17.4％、「70～79歳」が13.9％と

なっており、「50歳以上」で約6割を占め

ています。

〔調査票／問3〕

③居住地区（SA）
居住地区については、「田原本小学校区」が33.3％と最も高く、次いで「南小学校区」が

22.2％、「平野小学校区」が18.2％となっています。

男性 
40.4%

女性 
56.0%

不明・無回答3.6%
N=991

0%  10%  20% 30%

16～19歳 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60～69歳 

70～79歳 

80歳以上 

不明・無回答 

N=991

4.7

8.1

12.4

13.5

17.4

23.4

13.9

4.5

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

33.3 3.4 18.2 13.6 22.29.3

田原本小学校区 東小学校区 北小学校区 平野小学校区 不明・無回答 南小学校区 

N=991
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２第３次総合計画後期基本計画策定のための住民アンケート結果



114 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

〔調査票／問4〕

④職業（SA）
主な職業（兼業の方は収入の多い方）については、「無職（年金等生活者など）」が23.7％

と最も高く、次いで「家事専業（主婦など家事に従事している方）」が21.1％となっています。

〔調査票／問5〕

⑤家族構成（SA）
家族構成については、「親と未婚の子ども（核家族）」が36.6％と最も高く、次いで「夫婦の

み（一世代家族）」が21.8％となっています。

民間のサラリーマン（会社員など） 

公的機関のサラリーマン（公務員、教員など） 

自営業（商店、企業経営など） 

農林漁業 

専門的職業（医師、看護師、弁護士、会計士、芸術家など） 

家事専業（主婦など家事に従事している方） 

無職（年金等生活者など） 

パート、アルバイト 

学生 

その他 

不明・無回答 

0% 10%  20%  30%N=991

6.4

5.9

15.6

1.8

2.3

21.1

23.7

11.2

7.2

2.5

2.3

4.8 3.1 2.6 18.013.036.621.8

0%

N=991

20% 40% 60% 80% 100%

ひとり暮らし 夫婦のみ（一世代家族） 親と子ども夫婦（二世代家族） 

親と子どもと孫（三世代家族） その他 不明・無回答 

親と未婚の子ども（核家族） 
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（２）まちづくりについて
〔調査票／問6（1）〕

①田原本町の住みごこち（SA）
本町の住みごこちについては、「まあ住みよい」が39.4％と最も高くなっており、《住み

よい》（「非常に住みよい」「住みよい」「まあ住みよい」の合計）は70.5％と7割以上となっ

ています。

〔調査票／問6（2）〕

②住みよい理由（MA）
住みよい理由については、「住み慣れて愛着があるから」が43.2％と最も高く、次いで

「自分の家や土地があるから」が39.6％、「自然環境がよいから」が26.2％、「交通の便がよい

から」が24.9％となっています。

問６（１）で「非常に住みよい」「住みよい」「まあ住みよい」と答えた方

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3.8 3.6 1.6

1.3

7.915.039.427.3N=991

非常に住みよい 住みよい どちらともいえない 

やや住みにくい 住みにくい 非常に住みにくい 不明・無回答 

まあ住みよい 

自然環境がよいから 

生活環境がよいから 

保健・医療環境がよいから 

福祉環境がよいから 

教育環境がよいから 

交通の便がよいから 

古社寺・史跡・文化財が多いから 

住み慣れて愛着があるから 

自分の家や土地があるから 

まちの雰囲気が好きだから 

商売や事業に有利だから 

通勤や仕事の関係で便利だから 

その他 

不明・無回答 

N=699 0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

5.0

20.0

26.2

1.4

1.0

24.9

43.2

2.3

39.6

3.3

0.6

6.2

1.7

1.6
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〔調査票／問6（3）〕

③住みにくい理由（MA）
住みにくい理由については、「交通の便が悪いから」が40.2％と最も高く、次いで「保健・

医療環境が悪いから」が24.4％、「生活環境が悪いから」が22.0％となっています。

〔調査票／問7〕

④田原本町への居住意向（SA）
本町への居住意向については、「ずっと住みたい」が44.3％と最も高く、次いで「ずっと住

みたいまではいかないが、当分の間は住みたい」が33.1％となっています。

自然環境が悪いから 

生活環境が悪いから 

保健・医療環境が悪いから 

福祉環境が悪いから 

教育環境が悪いから 

交通の便が悪いから 

古社寺・史跡・文化財が多すぎるから 

住み慣れず愛着がないから 

自分の家や土地がないから 

まちの雰囲気が嫌いだから 

商売や事業に不利だから 

通勤や仕事の関係で不便だから 

その他 

不明・無回答 

N=127

24.4

22.0

9.4

14.2

7.9

40.2

11.8

0.0

0.8

14.2

11.0

11.0

15.7

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

44.3 1.810.0

1.2

9.633.1N=991

ずっと住みたい 

わからない 

住みたくないので、他の市町村に移りたい 現在仕方なく住んでいるので、将来のことはわからない 

ずっと住みたいまではいかないが、当分の間は住みたい 

不明・無回答 

問６（１）で「やや住みにくい」「住みにくい」「非常に住みにくい」と答えた方
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〔調査票／問8〕

⑤困ったり、不安に思っていること（MA）
日常生活の中で困ったり、不安に思っていることについては、「老後のこと」が33.8％と最

も高く、次いで「本人・家族の健康状態のこと」が30.9％となっています。

〔調査票／問9〕

⑥いま一番大切に思うこと（SA）
いま一番大切に思うことについては、「健康」が55.2％と最も高く、次いで「安定した生活」

が16.0％となっています。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

55.2 3.6 1.9

1.42.2

9.5 16.0

1.2

8.9N=991

健康 明るい家庭 

子どもの成長 安定した生活 仕事 

趣味・余暇活動 その他 不明・無回答 

地域の人とのふれあい 

N=991

19.3

30.9

14.5

16.1

21.9

33.8

14.6

5.2

9.4

5.1

4.7

5.9

6.8

17.3

2.2

6.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

医療機関・医療費のこと 

本人・家族の健康状態のこと 

高齢者・障害者・病人の介護のこと 

保健・福祉サービスのこと 

公共交通の利便性のこと 

道路事情のこと 

自由な時間が取りにくいこと 

仕事のこと 

後を継いでくれるものがいないこと 

結婚のこと 

子育てのこと 

子どもの進路のこと 

家計のこと 

住居のこと 

近所付き合いのこと 

近くに頼れる相談相手がいないこと 

家族関係のこと 

老後のこと 

その他 

困ったり、不安に思っていることはない 

不明・無回答 

7.0

6.0

3.3

4.4

2.9
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〔調査票／問10〕

⑦基本施策の満足度（SA）
＜基本施策1 共に幸せを感じられるまちづくり＞の取り組み内容の満足度については、す

べての取り組みで「普通」が5割以上と高くなっています。

【基本施策1 満足度】

N=991

とても満足している ある程度満足している 

あまり満足していない 全く満足していない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

11.5
0.9

3.9 4.816.962.0

9.3
0.9

3.3 11.814.460.2

12.1
0.6

4.5 6.317.858.7

8.3
0.8

3.3 8.611.567.5

10.6
0.9

4.6 6.416.660.8

6.6
1.1

5.2 6.615.764.8

（１）地域福祉 

（２）児童福祉 

（３）高齢者福祉 

（４）障害者福祉 

（５）保健・医療 

（６）生活福祉 

取り組み名 

（１）地域福祉 

具体的な取り組み内容 

○福祉意識の醸成、人材、組織の育成等、福祉活動の充実 
○保健、医療、福祉の連携、情報の共有等、地域福祉のネットワークづくり 

○子育てに関する相談、情報提供体制の充実等 
○通常保育、延長保育、放課後児童保育サービス等の充実 
○親の学習環境の整備、次代の親の育成 
○子どもの安全の確保（防犯、交通安全の確保等） 

○健康づくり、就労支援、交流・ボランティア活動の促進 
○介護予防の推進 
○総合相談、ひとり暮らし高齢者、認知症高齢者への支援等、高齢者の生活環境の整備 
○介護保険事業の適切な運営 

（２）児童福祉 

（３）高齢者福祉 

（４）障害者福祉 
 

（５）保健・医療 

（６）生活福祉 

○啓発・広報の充実、福祉ネットワーク化の推進等、障害者福祉の推進体制の充実
○医療・保育・教育等、相談支援体制の充実 
○ボランティア活動への支援、就労支援体制づくり等、地域社会への参加・雇用の促進 

○成人・母子・精神等各種保健事業の展開 
○健康づくり推進員による健康づくりの実践、自主的な健康づくりグループ等の活動支援 
○救急医療体制の整備 

○国民健康保険の適正な運営と保険税納付意識の高揚 
○相談や関係機関との連携による、低所得者の支援サービスの充実 
○国民年金制度の周知・ＰＲ 
○生活相談窓口の機能強化等、生活困窮者の適正保護 
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＜基本施策2 人が活きいきと輝くまなびのまちづくり＞の取り組み内容の満足度について

は、すべての取り組みで「普通」が5割以上と高くなっています。

【基本施策2 満足度】

N=991

とても満足している ある程度満足している 

あまり満足していない 全く満足していない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

12.6
1.7

2.8 8.512.861.6

22.03.4
2.4

7.09.355.9

11.2
1.4

4.8 7.112.363.2

17.23.2 3.8 6.910.758.2

7.5
1.6 1.9

8.07.573.6

（１）学校教育 

（２）生涯学習 

（３）スポーツ・ 
レクリエーション活動 

（４）歴史的文化 

（５）人権の尊重 

取り組み名 

（１）学校教育 

具体的な取り組み内容 

○幼児教育環境の整備等、幼児教育の推進 
○小・中学校教育の推進 
○障害児教育の推進 

○世代間交流、各種講座の開催等、学習体制の充実 
○田原本青垣生涯学習センターにおける情報ネットワークの整備等、生涯学習環境の充実 
○図書館の利用促進 
○住民による文化活動の拡大、文化観賞の充実等、文化活動の促進 

○スポーツ施設の利用促進等、スポーツに親しむ環境の整備 
○イベント、教室の開催、スポーツ団体の支援等、スポーツ・レクリエーション活
　動の普及・啓発 
○指導者の育成等、生涯スポーツの推進 

（２）生涯学習 
 

 
（３）スポーツ・ 
　　　レクリエーション
　　　活動 
 

（４）歴史的文化 
 

（５）人権の尊重 

○文化財の保存整備体制の充実 
○唐古・鍵考古学ミュージアムにおける収蔵品展の開催等、歴史遺産の活用 
○唐古・鍵考古学ミュージアムの活用や教育機関との連携等により郷土愛・文化財
　愛護精神を育成 

○人権尊重の視点に立った行政の推進 
○人権啓発の推進 
○男女共同参画社会の推進 
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＜基本施策3 都市基盤が充実したまちづくり＞の取り組み内容の満足度については、すべ

ての取り組みで「普通」が4割以上と高くなっています。

【基本施策3 満足度】

N=991

とても満足している ある程度満足している 

あまり満足していない 全く満足していない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

15.5
2.1

9.6 6.322.444.1

13.4

1.4

5.726.941.6

26.6

1.1

3.4 4.711.749.6

12.5

3.8

6.7 6.523.649.6

11.0

（１）市街地整備 

（２）道路交通 

（３）上下水道 

（４）住環境 

取り組み名 

（１）市街地整備 

具体的な取り組み内容 

○計画的な土地利用の推進 
○田原本駅周辺整備の促進 
○歴史・文化等、景観に配慮したまちづくりの推進 

○京奈和自動車道等、高速交通網の整備促進 
○国道、県道、主要地方道等、幹線道路網の整備 
○日常利用する生活道路、歩道の整備 

○経営の効率化や経費削減等、経営の安定化 
○より良質な水の安定供給 
○公共下水道の整備 

（２）道路交通 

（３）上下水道

 
 

（４）住環境 

○駅周辺整備等、中心市街地の活性化 
○耐震化対策等、災害に強い住環境整備 
○緑豊かで、快適な住環境の整備 
○歴史・文化を活かした個性のある景観の形成 
○安心・安全なバリアフリー化の推進 
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＜基本施策4 快適に生活できるまちづくり＞の取り組み内容の満足度については、すべて

の取り組みで「普通」が5割以上と高くなっています。

【基本施策4 満足度】

N=991

とても満足している ある程度満足している 

あまり満足していない 全く満足していない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

13.4
1.3

7.015.959.4

12.2
1.3

1.4

1.3

2.9
8.49.465.8

11.9 6.6 5.519.155.5

61.08.4 4.0 5.919.4

0.9
10.0 5.05.018.061.0

（１）循環型社会 

（２）環境衛生 

（３）公園・緑地 

（４）安全なまちづくり 

（５）防犯・交通安全 

2.9

取り組み名 

 
 
（１）循環型社会 

具体的な取り組み内容 

○住民・事業者・行政の協働による環境への取り組み 
○幅広い層を対象とした環境教育及び環境学習の推進 
○ごみの減量とリサイクルの推進 
○清掃工場の安全な操業と不法投棄の防止 

○騒音・振動・悪臭への対策等、環境汚染防止対策の推進 
○浄化センターの適切な運営 

○唐古・鍵遺跡史跡公園の建設等、個性ある公園の整備 
○公共施設、公共道路等の緑化促進 
○親水機能の活用や河川の美化等、水辺環境の整備 

（２）環境衛生 

 
（３）公園・緑地 

 
（４）安全なまちづくり 

○危機管理体制等、防災体制の強化 
○防災訓練、防災情報の提供等、防災意識の高揚 
○耐震化や避難路・避難所の周知徹底、防災施設の整備・充実 

（５）防犯・交通安全 ○自主防犯組織の育成、防犯活動の啓発等、地域防犯体制の充実 
○交通安全教育、違法駐車・路上駐輪対策等、交通安全対策の推進 
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＜基本施策5 活力湧き出る産業振興のまちづくり＞の取り組み内容の満足度については、

『（2）商業』以外の取り組みで「普通」が5割以上となっていますが、『（2）商業』では《満足

していない》（「あまり満足していない」「全く満足していない」の合計）が47.1％と高くなっ

ています。

【基本施策5 満足度】

N=991

とても満足している ある程度満足している 

あまり満足していない 全く満足していない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

6.6
1.0

3.4 8.715.664.7

 1.80.4

9.333.441.4

 57.3

1.7

0.6

0.4

8.2 10.621.8

4.5 9.3 9.921.454.3

13.7

（１）農業 

（２）商業 

（３）工業 

（４）観光 

     
     
         

取り組み名 
 
 
（１）農業 

具体的な取り組み内容 

○担い手の育成・支援 
○安心・安全に配慮した農産物の提供及び地産地消の推進 
○農業用水路、農業用道路の整備等、農村環境の整備 
○食育の推進 

○空き店舗の利用、商店の個性化等、市街地の活性化 
○国道、幹線道路沿道店舗の整備 
○町内企業と商工会の連携及び商店街の店舗等の情報発信 

○新たな工業用地の整備 
○既存企業及び新規立地企業への支援 
○企業誘致活動の推進 

 
（２）商業 
 

 
（３）工業 
 

 
（４）観光 

○イベント開催、観光情報の発信による集客力の向上 
○自然資源や歴史・文化資源の保全と活用 
○近隣市町村との広域連携による観光資源の活用 
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＜基本施策6 効率的な計画推進をめざしたまちづくり＞の取り組み内容の満足度について

は、すべての取り組みで「普通」が6割以上と高くなっています。

【基本施策6 満足度】

N=991

とても満足している ある程度満足している 

あまり満足していない 全く満足していない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

6.3
0.8

3.3 7.99.971.8

8.5
1.2

7.514.263.1

 73.35.3

0.9

1.0 2.4

9.88.2

6.5 3.8 8.112.468.3

5.5

（１）住民参加 

（２）行財政運営 

（３）広域行政 

（４）高度情報化社会 

取り組み名 

（１）住民参加
 

 

具体的な取り組み内容 

○地域リーダーの育成等、コミュニティ意識の醸成 
○地域公民館の整備やコミュニティ活動の支援等、地域交流の推進 
○情報公開等、広報・広聴活動の充実 

○窓口サービスの向上等、組織体制の充実 
○財政運営の適正化・効率化の推進 
○行政事務の効率化と住民サービスの向上 

○山辺広域行政事務組合等、広域行政の推進 

 
（２）行財政運営 
 

（３）広域行政 

（４）高度情報化社会 ○行政情報の充実等、情報通信環境の整備 
○防災、福祉、医療等、様々な行政分野の情報通信システムの充実 
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⑧基本施策の重要度（SA）
＜基本施策1 共に幸せを感じられるまちづくり＞の取り組み内容の重要度については、す

べての取り組みで《重要》（「とても重要である」「ある程度重要である」の合計）が5割以上

と高くなっています。

【基本施策1 重要度】

＜基本施策2 人が活きいきと輝くまなびのまちづくり＞の取り組み内容の重要度について

は、《重要》が『（1）学校教育』で6割以上、『（2）生涯学習』で約5割と高くなっていますが、

それ以外の取り組みでは「普通」の割合が高くなっています。

【基本施策2 重要度】

N=991

とても重要である ある程度重要である 

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

37.3
0.1 0.1

9.317.535.7

35.7
0.7

12.018.832.7

42.1 8.814.433.9

24.7
 

10.029.734.4

36.6
0.00.3
7.918.736.5

29.2
0.31.8 
7.828.632.4

（１）地域福祉 

（２）児童福祉 

（３）高齢者福祉 

（４）障害者福祉 

（５）保健・医療 

（６）生活福祉 

0.1

0.7 0.1

0.7 0.5

N=991

とても重要である ある程度重要である 

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

32.8 11.923.731.3

34.514.9 10.037.1

10.7 44.3 9.54.430.6

28.411.1 9.48.242.1

12.7 23.2 9.63.749.7

（１）学校教育 

（２）生涯学習 

（３）スポーツ・ 
レクリエーション活動 

（４）歴史的文化 

（５）人権の尊重 

0.2 0.1

3.1 0.3

0.5

0.9

1.0
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＜基本施策3 都市基盤が充実したまちづくり＞の取り組み内容の重要度については、すべ

ての取り組みで《重要》が6割以上と高くなっています。

【基本施策3 重要度】

＜基本施策4 快適に生活できるまちづくり＞の取り組み内容の重要度については、すべて

の取り組みで《重要》が5割以上と高くなっています。

【基本施策4 重要度】

N=991

とても重要である ある程度重要である 

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

29.5 10.123.834.5

35.1 8.120.034.9

28.4 9.527.334.3

31.3 8.720.737.8

（１）市街地整備 

（２）道路交通 

（３）上下水道 

（４）住環境 

1.4

1.6

0.7

0.3

0.5 0.0

1.1 0.4

N=991

とても重要である ある程度重要である 

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

23.4 8.729.737.6

20.7 8.736.034.1

18.8 7.834.935.2

31.838.1 7.721.7

30.1 6.726.635.7

（１）循環型社会 

（２）環境衛生 

（３）公園・緑地 

（４）安全なまちづくり 

（５）防犯・交通安全 

0.5 0.1

0.5 0.0

2.8 0.5

0.4 0.3

0.8 0.1
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＜基本施策5 活力湧き出る産業振興のまちづくり＞の取り組み内容の重要度については、

すべての取り組みで《重要》が4割以上と高くなっています。

【基本施策5 重要度】

＜基本施策6 効率的な計画推進をめざしたまちづくり＞の取り組み内容の重要度について

は、『（2）行財政運営』『（4）高度情報化社会』で《重要》が5割以上と高くなっていますが、

それ以外の取り組みでは「普通」の割合が高くなっています。

【基本施策6 重要度】

N=991

とても重要である ある程度重要である 

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

8.8 3.3 10.848.328.0

20.1 9.838.630.2

22.910.5
2.5

12.151.2

20.7 9.935.432.8

（１）住民参加 

（２）行財政運営 

（３）広域行政 

（４）高度情報化社会 

1.1

0.8

0.2

0.8

1.0 0.2

N=991

とても重要である ある程度重要である 

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明・無回答 

普通 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

20.5 11.733.831.7

11.136.524.1

27.216.8 5.1 11.838.0

14.6 5.0 10.337.031.4

26.7

（１）農業 

（２）商業 

（３）工業 

（４）観光 

     
     
         1.6

1.7 0.6

0.11.4

1.0
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⑨特によくなったと思うまちづくり施策（MA）
特によくなったと思うまちづくり施策については、「生活排水・ごみ処理対策の推進」が

24.5％と最も高く、次いで「保健予防・医療の充実」が23.3％となっています。

保健予防・医療の充実 

子育て支援対策の充実 

心を育てる学校教育の充実 

　 

スポーツおよび生涯学習環境の充実 

若者どうしの交流の場づくり 

高齢者保健・介護保険サービスの充実 

生きがいづくり 

障害者福祉・医療の充実 

男女共同参画社会の形成 

世代間交流の推進 

ボランティア活動の支援 

次代を担う人材・グループの育成 

自然環境の保護 

文化財の保護 

良好な住宅の確保 

環境美化とまちの景観づくり 

バリアフリーのまちづくり 

学校・家庭・地域の連携による 
子どもの健全育成 

N=991 0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

17.9

19.8

1.1

6.3

6.2

2.0

1.7

7.7

1.0

7.9

43.2 17.6

5.8

14.4

7.6

3.2

9.4

7.7

23.3 安全な遊び場の確保 

まちの防犯・防災対策 

農地・水辺の保全と活用 

生活排水・ごみ処理対策の推進 

公共交通機関の確保 

広域道路交通網の整備 

芸術・文化の振興 

 

地域間・国際交流の推進 

観光交流ネットワークの確立 

特産品づくりと地場産業の振興 

雇用の場の確保 

行財政運営の効率化 

　 

住民参加のまちづくり 

その他 

不明・無回答 

地域アイデンティティーの形成と 
情報発信 

広域行政の推進と 
地方分権への対応 

0％ 10％ 20％ 30％ 

5.9

8.1

10.3

1.2

0.3

1.8

7.1

2.1

2.9

1.1

6.9

0.9

29.7

4.7

24.5

11.3

4.9

40％ 50％ 

※バリアフリー：「障壁のない」の意。建築設計において、段差や仕切りをなくすなど高齢者や障害者に配慮をすること。

※アイデンティティー：他の人・物と異なって持っている独自性。「自分が自分であること」「地域らしさ」を表わす。

※地方分権：国の権限や財源を地方自治体に移譲すること。「国から地方へ」「官制から民間へ」など、地方自治体が担う公共の

役割分担の流れの中で、中央省庁・都道府県・市町村の権限の再整理を行うとする動きをさす。
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⑩今後、行政と地域が一緒になって担うべきだと思うまちづくり施策（MA）
今後、行政と地域が一緒になって担うべきだと思うまちづくり施策については、「まちの防

犯・防災対策」が31.0％と最も高く、次いで「高齢者保健・介護保険サービスの充実」が

28.7％、「保健予防・医療の充実」が27.7％となっています。

⑪今後のまちづくりへの参加意向（SA）
今後のまちづくりへの参加意向については、「まちづくりに住民参加は不可欠であり、機会

があれば積極的に参加したい」が31.2％と最も高く、次いで「まちづくりに住民参加は必要で

あるが、関係団体などの選ばれた人が中心になって進めるのが望ましい」が30.0％となってい

ます。

保健予防・医療の充実 

子育て支援対策の充実 

心を育てる学校教育の充実 

　 

スポーツおよび生涯学習環境の充実 

若者どうしの交流の場づくり 

高齢者保健・介護保険サービスの充実 

生きがいづくり 

障害者福祉・医療の充実 

男女共同参画社会の形成 

世代間交流の推進 

ボランティア活動の支援 

次代を担う人材・グループの育成 

自然環境の保護 

文化財の保護 

良好な住宅の確保 

環境美化とまちの景観づくり 

バリアフリーのまちづくり 

学校・家庭・地域の連携による 
子どもの健全育成 

N=991 0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

28.7

7.3

5.7

11.5

10.6

2.5

4.8

8.0

12.9

6.0

12.0

6.5

14.9

13.9

16.1

19.2

20.5

27.7 安全な遊び場の確保 

まちの防犯・防災対策 

農地・水辺の保全と活用 

生活排水・ごみ処理対策の推進 

公共交通機関の確保 

広域道路交通網の整備 

芸術・文化の振興 

 

地域間・国際交流の推進 

観光交流ネットワークの確立 

特産品づくりと地場産業の振興 

雇用の場の確保 

行財政運営の効率化 

 

住民参加のまちづくり 

その他 

不明・無回答 

地域アイデンティティーの形成と 
情報発信 

広域行政の推進と 
地方分権への対応 

0％ 10％ 20％ 30％ 

2.6

16.2

16.4

3.0

1.6

4.3

15.2

21.2

11.6

6.5

12.0

1.0

11.7

6.8

12.0

31.0

16.2

40％ 50％ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

31.2 7.620.0 8.2

1.31.8

30.0N=991

まちづくりに住民参加は不可欠であり、機会があれば積極的に参加したい 
 

現状のままで満足しており、住民参加の必要はない 

まちづくりに住民参加は必要であるが、関係団体などの選ばれた人が中心になって進めるのが望ましい 

その他 

まちづくりに住民参加は必要であるが、自分としては参加できない 

わからない 不明・無回答 
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⑫田原本町の将来像（MA）
田原本町が将来どのようなまちになることを期待しているかについては、「買い物などがし

やすい、便利な生活空間があるまち」が40.2％と最も高く、次いで「自然環境を保護し、緑地

や田園風景を大切にした豊かな自然のまち」が37.0％、「子どもからお年寄り、障害者も生活

しやすい福祉のまち」が26.8％、「交通事故や公害、災害のない安全なまち」が26.0％となって

います。

文化財を保護し、歴史の風格を保有する歴史のまち 

伝統文化を継承するなど、芸術文化活動が盛んなまち 

　 

都市施設が整い、暮らしの上で機能的なまち 

買い物などがしやすい、便利な生活空間があるまち 

交通事故や公害、災害のない安全なまち 

優しさあふれる心あたたかな福祉のまち 

住民の健康を守り、その増進を図る健康のまち 

子どもからお年寄り、障害者も生活しやすい福祉のまち 

 

子どもたちの個性や創造性を育む教育が充実したまち 

年齢を問わず学習できる生涯学習が充実したまち 

海外との交流を盛んに行う国際的なまち 

観光客などが訪れる魅力ある観光のまち 

地場産業や農業の振興を図るまち 

 

その他 

特に期待しない 

不明・無回答 

仕事（就労の場）と生活（憩いの場）の 
バランスがとれたまち 

他市町との連携により、地方分権に対応した 
幅広い住民サービスが提供できるまち 

自然環境を保護し、緑地や田園風景を 
大切にした豊かな自然のまち 

N=991 0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

37.0

2.7

15.6

20.1

40.2

26.0

18.4

13.4

26.8

20.6

12.9

9.7

2.2

6.7

10.9

10.0

1.1

0.6

3.5



130 田原本町第３次総合計画　後期基本計画

⑬まちが誇れるもの、魅力（MA）
まちが誇れるもの、魅力については、「田園風景が残る自然環境の豊かさ」が54.4％と最も

高く、次いで「唐古・鍵遺跡に代表する豊かな遺跡群・文化財」が47.3％となっています。

田園風景が残る自然環境の豊かさ 

唐古・鍵遺跡に代表する豊かな遺跡群・文化財 

公共施設の充実 

 

鉄道交通の利便性 

国道沿いの商業施設の充実 

「桃太郎」のふるさと 

田原本町に住む人  々

その他 

特にない 

不明・無回答 

国道、京奈和自動車道開通による 
利便性の高い道路交通網 

N=991

11.8

47.3

54.4

19.7

23.8

6.2

8.4

8.8

1.3

12.5

5.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 
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田原本町第３次総合計画
～自然と歴史・文化が育む新しい生活拠点 たわらもと～

後期基本計画
平成24年3月
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